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厚生労働科学研究費補助金（長寿科学政策研究事業） 

総括研究報告書 

 

PDCAサイクルに沿った介護予防の取組推進のための通いの場等の 

効果検証と評価の枠組み構築に関する研究 

 

研究代表者 藤原 佳典 

地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター研究所 社会参加と地域保健研究チーム 研究部長 

 

研究要旨 

本研究の目的は、1）PDCA サイクルに沿った通いの場等の取組の短期的及び中期的効果を、

参加群と非参加群の比較から明らかにすること、2）申請者らが令和2年度老人保健健康増進等

事業において提案した「PDCAサイクルに沿って通いの場等の取組を評価する枠組み（以下、

本枠組み）」の適用可能性を検証すること、3）上記の結果を基に「PDCA サイクルに沿った

介護予防の取組を推進するための自治体向け手引き」を作成すること、である。 

令和4年度は、目的1）の通いの場への参加による短期的効果の検証のため、令和3年度に実

施した2つの自治体（東京都八王子市、豊島区）でのベースライン調査の有効回答者を対象に、

郵送による1年後追跡調査を実施した【研究1・2】。また、通いの場の介護予防効果のメカニズ

ムを明らかにするため、日本老年学的評価研究（Japan Gerontological Evaluation Study，

JAGES）に関わる研究者のワーキンググループが文献レビューを行った【研究3】。さらに、

目的2）及び3）を達成するため、「通いの場等の取組を評価する枠組み」および「PDCAサイ

クルに沿った通いの場の取組を推進するための自治体向け手引き」を完成させ、八王子市およ

び豊島区を含む51自治体の介護予防事業担当者から、PDCAサイクルに沿った通いの場の取組

の実施状況について回答を得た【研究4】。 

八王子市では多様な通いの場（広義の通いの場）づくりを、豊島区では介護予防のための通

いの場（狭義の通いの場）づくりを、それぞれ戦略的に推進しており、通いの場の短期的効果

も自治体間で異なる傾向がみられた。【研究1】八王子市の有効回答者23,151名のデータを解

析した結果、狭義／広義に関わらず、通いの場参加による短期的効果として、食の多様性や毎

日の外出者割合への好影響が確認された。また、広義の通いの場参加では、精神的健康にも好

影響がもたらされることが示された。【研究2】豊島区の有効回答者4,123名のデータを解析し

た結果、狭義の通いの場参加群では、非参加群よりもフレイルの割合が有意に低減した。広義

の通いの場参加群では、外出者割合のみに好影響が確認された。【研究3】文献レビューの結果、

通いの場参加による身体・認知・心理面の維持・向上、社会的相互作用を通じ、介護予防効果が

もたらされていることが示唆された。【研究4】自治体の様々な実情を考慮した評価の枠組みと、

通いの場等の取組をPDCAサイクルに沿って推進するための手引きが作成された。 

今後は、全国の自治体における本枠組みの採用度や適切性、持続可能性等について、さらに検

証していく必要がある。また、自治体への広報や職員向け研修等を通して、PDCAサイクルに沿っ

た取組が全国で一層推進されるよう支援していく必要がある。 
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研究協力者 

山下真里 東京都健康長寿医療センター 

研究所 

社会参加と地域保健研究チーム 

研究員 

森 裕樹 東京都健康長寿医療センター 

研究所 

東京都介護予防・フレイル予防 

推進支援センター 研究員 

倉岡正高 東京都健康長寿医療センター 

研究所 

東京都介護予防・フレイル予防 

推進支援センター グループ統括 

根本裕太 東京都健康長寿医療センター 

研究所 

東京都介護予防・フレイル予防 

推進支援センター 非常勤研究員 

井手一茂 千葉大学予防医学センター 
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Ａ．研究目的 
通いの場等への参加が、その後のフレイル・要

介護・認知機能低下の予防に効果的であること
が明らかとなりつつある1~5)。「2020年度保険者
機能強化推進交付金・介護保険保険者努力支援
交付金」制度では、このような介護予防の取組
の抜本的強化が図られており、PDCAサイクル
に沿った効果的・効率的な事業展開が自治体の
努力義務とされている。しかし、C（評価）に相
当する「総合事業実施効果の点検・評価」をおこ
なっている自治体は30.4%にとどまるなど6)、現
状ではPDCAサイクルに沿った取組が十分に推
進されているとはいえない。 

研究代表者の藤原と研究分担者の荒井、近藤、
山田は、「一般介護予防事業等の推進方策に関
する検討会」6)の構成員として、PDCAサイクル
に沿った取組の推進方策や評価のあり方ついて
議論してきた。また、令和2年度老人保健健康増
進等事業「通いの場の効果検証に関する調査研
究事業」（以下、老健事業）では、他の研究分担
者らとともに、上記検討会での議論を踏まえて
「通いの場等の取組を評価する枠組み（以下、
本枠組み）」を提案してきた7)。本枠組みは、東
京都健康長寿医療センターと日本老年学的評価
研究（Japan Gerontological Evaluation Study, 

JAGES）等によるアウトカム指標をさらに包括
的なものとし、プロセス・アウトプット指標を
加えたものである。しかし、本枠組みの適用可
能性（実際に通いの場等の取組の評価に適用可
能か）については未だ検討できておらず、課題
として残されている。 

これらの背景と実績をもとに、本研究では以
下3点の達成を目的とした。 

1）PDCA サイクルに沿った通いの場等の取
り組みの短期的及び中期的効果を、参加群と非
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参加群の比較から明らかにすること。 

2）申請者らが令和2年度老健事業で提案した
本枠組みの適用可能性を検証すること。 

3）上記の結果を基に「PDCA サイクルに沿っ
た介護予防の取り組みを推進するための自治体
向け手引き」を作成すること。 

令和4年度は、1）に関して、東京都八王子市・
豊島区のベースライン調査有効回答者を対象と
して1年後追跡調査を実施し、通いの場の参加に
よる短期的効果を明らかにすることとした。ま
た、通いの場の介護予防効果のメカニズムを明
らかにするため、JAGESに関わる研究者のワー
キンググループが文献レビューを行った。2）及
び3）に関しては、「通いの場等の取組を評価す
る枠組み」および「PDCAサイクルに沿った通い
の場の取組を推進するための自治体向け手引き」
を完成させた。 

 

Ｂ．研究方法 
【研究1】通いの場の参加による短期的効果の検
証：東京都八王子市の高齢者を対象とした1年後
追跡調査から 

（担当：清野 諭・山下真里・森 裕樹・服部真
治・藤原佳典） 

 

 東京都八王子市の75歳以上男女のうち、令和
3年度（2021年）に実施したベースライン調査の
有効回答者31,124名を対象として、郵送自記式
による1年後追跡調査を実施した。調査票を回収
できた24,316名（回収率78.1%）のうち、有効回
答と同意が得られた者は23,151名（有効回収率
74.4%）であった。 

 

【研究2】通いの場の参加による短期的効果の検
証：東京都豊島区の高齢者を対象とした1年後追
跡調査から 

（担当：横山友里・清野 諭・藤原佳典） 

 

東京都豊島区の65-84歳男女のうち、令和3年
度（2021年）に実施したベースライン調査の有
効回答者5,576名を対象として、郵送自記式によ
る1年後追跡調査を実施した。調査票を回収でき
た4,179名（回収率77.5%）のうち、有効回答者
は4,123名（有効回収率76.4%）であった。 

 

【研究3】通いの場の介護予防効果のメカニズム
に関する文献レビュー 

（担当：近藤克則） 

 

JAGESに関わる研究者のワーキンググルー
プが文献レビューを行った。文献レビューの対
象とする通いの場としては、1）原著論文、2）
日本の高齢者を対象、3）主に自治体の介護予防
部局が後方支援する定期的に開催されている住
民主体の取組、いわゆる狭義の通いの場と定義
した。介護予防事業のロジックモデルやJAGES

の通いの場に関する先行研究レビューを基に、
文献レビューを行う上での通いの場参加から健
康・well-beingに至るメカニズムを心理面、認知
面、身体面、栄養面、社会面の5つに分類した。 

検索エンジンは、日本語は医中誌Web、英語
はPubMedを用いた。最終的に対象となった文
献の書誌情報、フィールド、対照群の有無、分析
対象者数、研究デザイン（横断、縦断）・分析レ
ベル（個人、地域）、観察（追跡）期間、結果の
サマリーをエビデンステーブルにまとめた。 

 

【研究4】「PDCAサイクルに沿った通いの場の
取組を推進するための自治体向け手引き」の作
成 

（担当：野藤 悠・清野 諭・植田拓也・倉岡正
高・森 裕樹・根本裕太・小宮山恵美・北村明彦・
山田 実・荒井秀典・藤原佳典） 

 

令和3年度に改良した「通いの場等の取り組み
を評価する枠組み」について、編集者との議論
を経て構成や文言を修正し、手引きを作成した。
本枠組みの通称として、通いの場等の取組を推
進する上での各局面の英訳下線部（理解：
Comprehension、調査・計画：Research and 

Plan 、 体 制 ・ 連 携 ： Team Building and 

Collaboration、実施：Implementation、評価：
Evaluation、調整・改善：Adjustment of Plans 

and Processes）を並び替え、ACT-RECIPE（ア
クトレシピ）を用いることとした。 

適用可能性とPDCAサイクルに沿った通いの
場の取組の実施状況を検討するため、本研究フ
ィールドである東京都八王子市および豊島区を
含む51自治体の介護予防事業担当者から、ACT-

RECIPEの各項目について回答を得た。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、東京都健康長寿医療センター研究
所、国立長寿医療研究センターならびに千葉大
学の研究倫理審査委員会の承認を受けて実施さ
れた。 

 

Ｃ．研究結果と考察 
【研究1】通いの場の参加による短期的効果の検
証：東京都八王子市の高齢者を対象とした1年後
追跡調査から 

（担当：清野 諭・山下真里・森 裕樹・服部
真治・藤原佳典） 

 

介護予防のための通いの場（狭義の通いの場）
／すべてのタイプの通いの場（広義の通いの場）
に関わらず、通いの場参加による短期的効果と
して、食の多様性や外出に好影響がもたらされ
ることが示された。加えて、広義の通いの場参加
では、中期アウトカムのひとつとして位置づけ
た精神的健康得点にも好影響がみられた。これ
らの結果は、「通いの場等の効果評価のロジック
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モデル」7)において想定された短期的効果が実際
に確認できたことを示すものである。 
一方で、広義の通いの場の分析結果では、週1

回以上の運動習慣者割合と近隣への信頼感が、
非参加群においてより大きく向上していた。コ
ロナ禍では、多くの通いの場が活動を自粛／制
限したが、一人で運動を継続できた高齢者も多
くいたことが考えられる。また、コロナ禍で活動
を継続した通いの場においても、友人や家族等
から参加を中断するよう要請されたケースもあ
った可能性がある。これらが、運動習慣や近隣へ
の信頼感への結果に影響したかもしれない。 

 

【研究2】通いの場の参加による短期的効果の検
証：東京都豊島区の高齢者を対象とした1年後追
跡調査から 

（担当：横山友里・清野 諭・藤原佳典） 

 

狭義の通いの場参加者では、非参加者よりも
フレイルの割合が有意に低減した。加えて、サ
ブグループ解析の結果、有意ではないものの、
その低減程度は参加中断群、新規参加群、参加
継続群の順に大きい傾向にあった。本研究は、1

年間という短期間の追跡調査に基づくものであ
るが、介護予防を目的とした通いの場への参加
がフレイルの低減につながることを示した重要
な知見と考えられる。 

一方、広義の通いの場の分析では、毎日の外出
者割合が非参加群よりも有意に向上したものの、
フレイルの割合の変化には有意な群間差がみら
れなかった。1年という短期間でフレイルの低減
効果を得るには、通いの場の内容をある程度介
護予防を主目的としたプログラムで構成する必
要があるのかもしれない。 

今後、検証すべき課題として、狭義の通いの場
の分析において、短期アウトカム指標に有意な
向上がみらなかった点が挙げられる。豊島区の
狭義の通いの場には、社会経済状態が比較的低
く、フレイル状態にある高齢者が多く参加する
傾向にあったため、各アウトカム指標の向上を
図るというよりは、維持を図ることが重要な目
的の1つとなるかもしれない。 

 

【研究3】通いの場の介護予防効果のメカニズム
に関する文献レビュー 

（担当：近藤克則） 

 

通いの場の介護予防効果のメカニズムを明ら
かにするために、心理面、認知面、身体面、栄養
面、社会面の5つの側面より文献レビューを実施
した。その結果、通いの場のメカニズムに関す
る文献レビューの対象として25件8-32)が最終的
に抽出された。その結果、通いの場参加による
身体・認知・心理面の維持・向上、社会的相互作
用を通じ、介護予防効果がもたらされているこ
とが示唆された。一方、栄養面については対象

群をおいた縦断研究による検証事例が少なかっ
た。今後は自治体が対照群をおいた縦断データ
を平易に取得でき、複数の自治体のデータをプ
ールして分析可能な仕組みづくりが必要となる
と考えられる。そして、そのようにして構築し
たデータベースを用いた媒介分析などにより通
いの場から健康・Well-beingに至るメカニズム
の効果検証を進めていく必要がある。 

 

【研究4】「PDCAサイクルに沿った通いの場の
取組を推進するための自治体向け手引き」の作
成 

（担当：野藤 悠・清野 諭・植田拓也・倉岡正
高・森 裕樹・根本裕太・小宮山恵美・北村明彦・
山田 実・荒井秀典・藤原佳典） 

 

本分担研究では、「通いの場等の取組を評価す
る枠組み（ACT-RECIPE）」を完成させ、自治
体向け手引きを公表した。このACT-RECIPEの
各項目の達成状況を調査したところ、多くの自
治体で「理解」～「実施」局面までの達成度は比
較的高値を示したものの、「評価」および「調整・
改善」の局面の達成度は不十分であることが示
された。 

自治体を対象とした調査では、特に通いの場
等の取組の効果評価が進んでいない実態があら
ためて浮き彫りとなった。この理由として、評
価まではとても手が回らない自治体職員の現状
（多忙さ）や評価の必要性の認識が職種によっ
て異なる可能性なども考えられる。その他、事
業や取組の効果（因果関係）を明示するには、1）
調査ID等で個人を識別可能な調査（質問紙調査
や体力測定等）を実施していること、2）同一の
指標を用いて、経年的な調査を実施しているこ
と、3）事業の参加者と非参加者とを識別できる
こと、が必須条件となる。これらが満たされて
いないことが、評価が進まない根本的な要因で
はないかと考えられる。 

 

D．結 論 
 本研究では、八王子市と豊島区の高齢者を対
象とした1年後追跡調査を完了し、狭義／広義の
通いの場の短期的効果を明らかにした。八王子
市では多様な（広義の）通いの場づくりを、豊島
区では介護予防のための（狭義の）通いの場づく
りを、それぞれ戦略的に推進しており、通いの場
の短期的効果も自治体間で異なる傾向がみられ
た。八王子市では、狭義／広義に関わらず、通い
の場参加による短期的効果として、食の多様性
や毎日の外出者割合への好影響が確認された。
また、広義の通いの場参加では、精神的健康にも
好影響がもたらされることが示された。豊島区
では、狭義の通いの場参加群では、非参加群より
もフレイルの割合が有意に低減した。広義の通
いの場参加群では、外出者割合のみに好影響が
確認された。JAGESによる文献レビューの結果、
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通いの場参加による身体・認知・心理面の維持・
向上、社会的相互作用を通じ、介護予防効果がも
たらされていることが示唆された。これらの研
究成果を基盤として、自治体の様々な実情を考
慮した評価の枠組みと、通いの場等の取組を
PDCAサイクルに沿って推進するための手引き
が作成された。今後は、全国の自治体における本
枠組みの採用度や適切性、持続可能性等につい
てさらに検証していく必要がある。また、自治体
への広報や職員向け研修等を通して、PDCAサイ
クルに沿った取組が全国で一層推進されるよう
支援していく必要がある。 

 

E．健康危険情報 
 なし 
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藤雅茂・木村美也子・近藤克則 通いの場へ
の参加とその後のソーシャル・キャピタル：
福岡市におけるふれあいサロン参加者名簿
を用いた縦断研究. 第3回社会関係学会．
2023.3.20-21. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

1．特許取得 

 なし 

2．実用新案登録 

 なし 

3．その他 

 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（長寿科学政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

【研究1】通いの場の参加による短期的効果の検証： 

東京都八王子市の高齢者を対象とした1年後追跡調査から 

 

研究分担者 清野 諭 東京都健康長寿医療センター研究所 

社会参加と地域保健研究チーム 主任研究員 

研究協力者 山下 真里 東京都健康長寿医療センター研究所 

社会参加と地域保健研究チーム 研究員 

研究協力者 森 裕樹 東京都健康長寿医療センター研究所 

東京都介護予防・フレイル予防推進支援センター 研究員 

研究分担者 服部 真治 医療経済研究・社会保険福祉協会 医療経済研究機構研究部 

主席研究員 

研究代表者 藤原 佳典 東京都健康長寿医療センター研究所 

社会参加と地域保健研究チーム 研究部長 

 

 

研究要旨 

本分担研究では、通いの場への参加による短期的効果検証のため、東京都八王子市の75歳以

上男女のうち、令和3年度（2021年）に実施したベースライン調査の有効回答者31,124名を対

象として、自記式郵送による1年後追跡調査を実施した。調査の有効回答者23,151名（74.4%）

を最終的な解析対象とした。短期アウトカム指標として、週1回以上の運動習慣、食品摂取多様

性得点、毎日の外出者割合を、中長期アウトカムとして、低身体機能者割合、低栄養者割合、低

口腔機能者割合、精神的健康得点、フレイル、社会的孤立、近隣への信頼感、幸福感をそれぞれ

位置付けた。介護予防のための通いの場（狭義の通いの場）／すべてのタイプの通いの場（広義

の通いの場：ボランティアグループ、スポーツ関係のグループやクラブ、趣味関係のグループ、

学習・教養サークル、介護予防のための通いの場、シニアクラブ、町会・自治会のうちいずれ

か）への月1回以上の参加が、各アウトカム指標に及ぼす影響を一般化線型混合効果モデルによ

って分析した。その結果、狭義の通いの場への参加群では、食品摂取多様性得点（調整済み変化

量差 = 0.11点；95%信頼区間 = 0.001, 0.22）、毎日の外出者割合（6.2%ポイント；3.0, 9.3）

が非参加群よりも有意に向上した。広義の通いの場への参加群では、週1回以上の運動習慣者割

合（-1.4%ポイント；-2.2, -0.7）、近隣への信頼感（-2.2%ポイント；-3.0, -1.4）が非参加群より

も有意に低下したものの、食品摂取多様性得点7点以上者割合（1.3%ポイント；0.2, 2.5）、毎

日の外出者割合（3.4%ポイント；2.3, 4.6）、精神的健康得点（WHO-5：0.23点；0.13, 0.32）

が非参加群よりも有意に向上した。通いの場参加による短期的効果として、食の多様性や外出、

精神的健康に好影響がもたらされることが示唆された。 
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Ａ．研究目的 
本分担研究では、PDCA サイクルに沿った通い

の場等の取り組みの短期的効果を、特徴の異なる
2つの自治体を対象に、参加群と非参加群の比較か
ら明らかにすることを目的としている。 

令和4年度は、東京都八王子市の75歳以上男女
のうち、令和3年度（2021年）に実施したベースラ
イン調査の有効回答者を対象として1年後追跡調
査を実施し、通いの場参加による短期的効果を分
析した。 

 
Ｂ．研究方法 
1．研究対象者 

東京都八王子市の75歳以上男女のうち、令和3

年度（2021年）に実施したベースライン調査の有
効回答者31,124名を対象として、自記式郵送によ
る1年後追跡調査を実施した。調査票を回収でき
た24,316名（回収率78.1%）のうち、有効回答と同
意が得られた者は23,151名（有効回収率74.4%）で
あった。 

 

2．郵送調査項目 

対象者の基本属性や調整変数は、すでにベース
ライン調査で調査済みであるため、本追跡調査で
は令和2年度老人保健健康増進等事業で提案した
「通いの場等の取り組みを評価する枠組み」から、
下記をアウトカム指標とした1)。 

 

⚫ 短期アウトカム指標：運動頻度（週1回以上）、
食品摂取多様性得点、外出頻度（毎日） 

⚫ 中期アウトカム指標：身体機能、低栄養、口
腔機能（以上、基本チェックリスト）、精神
的健康（WHO-5精神健康状態表）、フレイル
（基本チェックリスト25項目中8項目以上に
該当）、社会的孤立（同居家族以外の人との
対面／非対面交流が週1回未満）、ソーシャ
ル・キャピタル（近隣への信頼感） 

⚫ 長期アウトカム指標：幸福感、新規要介護認
定、新規要介護認知症発生 

なお、新規要介護認定および新規要介護認知症
発生データについては、八王子市から介護保険情
報の提供を受ける予定であり、その旨、承諾が得
られている。 

 

3．統計解析 

3-1．通いの場参加／非参加群の分類 

ベースライン調査において、過去1年間（2020年
8月～2021年7月頃）および新型コロナウイルス感
染症（以下、コロナ）拡大以前（2019年頃）の1年
間について、1）ボランティアのグループ、2）ス
ポーツ関係のグループやクラブ、3）趣味関係のグ
ループ、4）学習・教養サークル、5）介護予防の
ための通いの場、6）シニアクラブ、7）町会・自
治会、それぞれの参加頻度を調査済みである。 

本研究では、5）介護予防のための通いの場に月
1回以上参加している場合を狭義の通いの場参加

ありと定義した。また、1）～7）のいずれかに月
1回以上参加している場合を広義の通いの場参加
ありと定義した。 

また、コロナ拡大以前（2019年）とベースライ
ン時（2020-21年）の狭義・広義の通いの場参加状
況から、対象者を1）非参加群、2）参加中断群、
3）新規参加群、4）継続参加群の4群に分類した。 

 

3-2．主要解析 

主要解析として、2）～4）を通いの場参加群と
し、1）の非参加群を基準とした解析をおこなった。
具体的には、各アウトカム指標を従属変数とし、
狭義／広義の通いの場の参加／非参加（群）、時
間（2021年／2022年）、群×時間の交互作用項を
固定因子、個人を変量因子とした一般化線型混合
モデルによる解析をおこなった。調整変数は、ベ
ースライン時の年齢、性、飲酒習慣、喫煙習慣、独
居、婚姻状態、学歴、介護保険情報の所得段階区
分、既往歴（高血圧、脳卒中、心臓病、糖尿病、が
ん、腰痛・神経痛・関節炎）、body mass index、
就労、全アウトカム指標のベースライン値とした。
加えて、狭義の通いの場の分析時には、ベースラ
イン時のボランティアグループ、スポーツ関係の
グループ、趣味関係のグループ、学習・教養サー
クル、シニアクラブ、町会・自治会参加の有無を
調整変数に加えた。広義の通いの場の分析時には、
ベースライン時に参加していたグループ活動の数
を調整変数に加えた。 

 

3-3．サブグループ解析 

サブグループ解析として、1）非参加群を基準と
し、2）～4）それぞれの変化量を比較する解析を
おこなった。サブグループ解析では、主要解析と
同様のモデルおよび調整変数を用いた。 

すべての統計解析にはStata 17.0を用い、統計
学的有意水準を5%とした。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、東京都健康長寿医療センター研究倫
理審査委員会の承認を受けて実施された。 

 
Ｃ．研究結果 
1．狭義の通いの場の分析結果 

有効回答者23,151名のうち、狭義の通いの場の
参加の有無について欠損のない19,782名が解析に
含まれた。狭義の通いの場の非参加群は19,059名
（96.3%）、参加群は723名（3.8%）であった。参
加群の内訳は、参加中断群365名（50.5%）、新規
参加群76名（10.5%）、参加継続群282名（39.0%）
であった。 

表1～2に、狭義の通いの場への参加による1年
間の各アウトカム指標の変化量を示した。主要解
析の結果、狭義の通いの場への参加群全体で、食
品摂取多様性得点（調整済み変化量差 = 0.11点；
95%信頼区間 = 0.001, 0.22）、毎日の外出者割合
（6.2%ポイント；3.0, 9.3）が非参加群よりも有意
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に向上した。 

サブグループ解析の結果、非参加群と比較して、
参加中断群では、毎日の外出者割合（11.6%ポイン
ト；7.3, 15.8）が有意に向上し、フレイルの割合（-

5.0%ポイント；-9.5, -0.5）と社会的孤立の割合（-

5.9%ポイント；-9.5, -2.2）が有意に低減した。参
加継続群では、社会的孤立の割合（5.7%ポイント；
1.4, 10.0）が非参加群よりも有意に増加した。 

 

2．広義の通いの場の分析結果 

有効回答者23,151名のうち、広義の通いの場の
参加の有無について欠損のない21,453名が解析に
含まれた。広義の通いの場の非参加群は8,682名
（40.5%）、参加群は12,771名（59.5%）であった。
参加群の内訳は、参加中断群3721名（29.1%）、新
規参加群763名（6.0%）、参加継続群8287名（64.9%）
であった。 

表3～4に、広義の通いの場への参加による1年
間の各アウトカム指標の変化量を示した。主要解
析の結果、週1回以上の運動習慣者割合（-1.4%ポ
イント；-2.2, -0.7）、近隣への信頼感（-2.2%ポイ
ント；-3.0, -1.4）が非参加群よりも有意に低下し
たものの、食品摂取多様性得点7点以上者割合
（1.3%ポイント；0.2, 2.5）、毎日の外出者割合
（3.4%ポイント；2.3, 4.6）、精神的健康得点
（WHO-5：0.23点；0.13, 0.32）が非参加群よりも
有意に向上した。 

サブグループ解析の結果、非参加群と比較して、
参加中断群では、毎日の外出者割合（6.9%ポイン
ト；5.3, 8.6）、精神的健康得点（0.61点；0.48, 0.74）
が有意に向上し、フレイルの割合（-3.6%ポイント；
-5.3, -1.9）、社会的孤立の割合（-1.8%ポイント；
-3.2, -0.3）、近隣への信頼感（-2.1%ポイント；-3.2, 

-1.0）が有意に低下した。新規参加群では、非参加
群よりも幸福感（0.15点；0.06, 0.24）が有意に向
上した。参加継続群では、週1回以上の運動習慣者
割合（-2.3%ポイント；-3.2, -1.5）、近隣への信頼
感（-2.4%ポイント；-3.3, -1.6）が非参加群よりも
有意に低下したものの、食品摂取多様性得点（0.05

点；0.04, 0.09）とその7点以上者割合（1.5%ポイ
ント；0.2, 2.8）、毎日の外出者割合（2.3%ポイン
ト；1.0, 3.6）が有意に向上した。 

 

Ｄ．考察 

主要解析の結果、狭義／広義に関わらず、通い
の場参加による短期的効果として食の多様性や外
出に好影響がもたらされることが示された。加え
て、広義の通いの場参加では、中期アウトカムの
ひとつとして位置づけた精神的健康得点にも好影
響がみられた。これらの結果は、「通いの場等の
効果評価のロジックモデル」1)において想定された
短期的効果が実際に確認できたことを示すもので
ある。 

一方で、広義の通いの場の分析結果では、週1回
以上の運動習慣者割合と近隣への信頼感が、非参
加群においてより大きく向上していた。これらの

結果には、コロナ禍の影響が少なからずあった可
能性も考えられる。コロナ禍では、多くの通いの
場が活動を自粛／制限したが、一人で運動を継続
できた高齢者も多くいたことが考えられる。実際
に、首都圏の55歳以上の女性では、緊急事態宣言
中の歩数減少は認められなかったことが報告され
ている2)。また、コロナ禍で活動を継続した通いの
場においても、友人や家族等から参加を中断する
よう要請されたケースもあった可能性がある。こ
れらが、運動習慣や近隣への信頼感への結果に影
響したかもしれない。 

サブグループ解析では、通いの場の参加中断群
においてもフレイルや社会的孤立が非参加群より
も有意に低減する結果が示された。運動の継続／
中断による影響を調査した研究3)では、途中で運動
を中断したとしても、健康長寿の達成確率は運動
非実践群よりも有意に高いことが示されている。
中断までの継続期間が長いほどこのような残存効
果は高いため、本研究の参加中断群で良好な結果
が得られた要因のひとつと考えられる。 

 

Ｅ．結 論 

 本研究では、八王子市の高齢者を対象とした1年
後追跡調査から、狭義／広義の通いの場への参加
による短期的効果を明らかにした。狭義／広義に
関わらず、通いの場参加による短期的効果として、
食の多様性や毎日の外出者割合への好影響が確認
された。また、広義の通いの場参加では、精神的
健康にも好影響がもたらされることが示唆された。
しかし、本調査期間は、コロナ禍の影響を強く受
けているため、参加の継続／中断による影響をさ
らに詳細に検討する必要がある。 

 

F．引用文献 

1) 令和2年度老人健康増進等事業「通いの場の効
果検証に関する調査研究事業（代表：藤原佳
典 ） 」 . 2021. 

https://www.tmghig.jp/research/info/cms_u

pload/f37ff63644acb96546e178a71cd5b377.

pdf. 

2) Yamada Y, Yoshida T, Nakagata T, Nanri H, 

Miyachi M. Age, sex, and regional 

differences in the effect of COVID-19 

pandemic on objective physical activity in 

Japan: a 2-year nationwide longitudinal 

study. J Nutr Health Aging, 25(8), 1032-

1033, 2021. 

3) Hamer M, Lavoie KL, Bacon SL. Taking up 

physical activity in later life and healthy 

ageing: the English longitudinal study of 

ageing. Br J Sports Med, 48(3), 239-243, 

2014. 

 

Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

なし 
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2.  学会発表 

1) 山下真里・清野 諭・森 裕樹・横山友里・小
林江里香・服部真治・藤原佳典 COVID-19流
行以前と比較した社会活動の実施状況と孤独
感の関連. 日本老年社会科学会第64回大会．
東京, 2022.7.2-3. 

2) 植田拓也 通いの場の概念と目的別による類
型．自主企画フォーラム3「住民主体の多様な
通いの場とは：学際的な意義と課題」日本老
年社会科学会第64回大会．2022.7.2-3. 

3) 小林江里香 通いの場の担い手としての住民
参加．自主企画フォーラム3「住民主体の多様
な通いの場とは：学際的な意義と課題」日本
老年社会科学会第64回大会．2022.7.2-3. 

4) 清野諭 PDCAサイクルにもとづく多様な通
いの場の推進と評価．自主企画フォーラム3

「住民主体の多様な通いの場とは：学際的な
意義と課題」日本老年社会科学会第64回大会．
2022.7.2-3. 

5) 倉岡正高 持続可能な通いの場とは：多世代・
民間企業連携の視点から．自主企画フォーラ
ム3「住民主体の多様な通いの場とは：学際的
な意義と課題」日本老年社会科学会第64回大
会．2022.7.2-3. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

1．特許取得 

 なし 

2．実用新案登録 

 なし 

3．その他 

 なし 
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表1．狭義の通いの場への参加による1年間の短期アウトカム指標の変化量：八王子市 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

  

n サブグループ n B P

週1回以上の運動習慣, 19059 2.7 ( 2.3 , 3.1 ) 全体 723 1.7 ( -0.2 , 3.5 ) -0.9 ( -2.9 , 1.1 ) 0.38

%ポイント 参加中断 365 2.0 ( -0.6 , 4.6 ) -0.6 ( -3.3 , 2.2 ) 0.68

新規参加 76 -0.7 ( -8.0 , 6.6 ) -0.9 ( -7.4 , 5.6 ) 0.79

参加継続 282 1.1 ( -1.8 , 4.1 ) -1.3 ( -4.5 , 1.8 ) 0.42

DVS, 点 19059 0.28 ( 0.26 , 0.30 ) 全体 723 0.39 ( 0.28 , 0.49 ) 0.11 ( 0.001 , 0.22 ) 0.048

参加中断 365 0.38 ( 0.24 , 0.51 ) 0.10 ( -0.05 , 0.25 ) 0.20

新規参加 76 0.31 ( -0.03 , 0.66 ) 0.04 ( -0.30 , 0.39 ) 0.80

参加継続 282 0.43 ( 0.25 , 0.61 ) 0.14 ( -0.03 , 0.31 ) 0.11

DVS7点以上, %ポイント 19059 3.2 ( 2.6 , 3.7 ) 全体 723 5.8 ( 2.7 , 8.9 ) 2.5 ( -0.6 , 5.5 ) 0.11

参加中断 365 5.6 ( 1.4 , 9.8 ) 2.2 ( -2.0 , 6.4 ) 0.30

新規参加 76 11.4 ( 3.9 , 18.8 ) 8.0 ( -1.7 , 17.8 ) 0.11

参加継続 282 4.8 ( -0.3 , 9.8 ) 1.5 ( -3.3 , 6.3 ) 0.54

毎日の外出, 19059 34.9 ( 34.3 , 35.5 ) 全体 723 41.1 ( 38.0 , 44.2 ) 6.2 ( 3.0 , 9.3 ) < 0.001

%ポイント 参加中断 365 46.5 ( 42.2 , 50.9 ) 11.6 ( 7.3 , 15.8 ) < 0.001

新規参加 76 35.8 ( 25.3 , 46.3 ) 1.6 ( -8.6 , 11.8 ) 0.76

参加継続 282 35.0 ( 29.8 , 40.1 ) -0.1 ( -5.0 , 4.9 ) 0.98

ベースライン時の性、年齢、コホート、飲酒、喫煙、独居、婚姻状態、学歴、所得段階区分、既往歴（高血圧、脳卒中、心臓病、糖尿病、がん、関節炎）、
BMI、就労、介護予防の通いの場以外の社会活動（ボランティアグループ、スポーツ関係グループ、趣味関係のグループ、学習・教養サークル、シニア

クラブ、町会・自治会）、全アウトカムのベースライン値を固定因子、個人を変量因子とした一般化線型混合効果モデルによる解析

非参加群 参加群
調整済み変化量の差

(群×時間による交互作用項)

調整済み変化量 調整済み変化量

(95% 信頼区間) (95% 信頼区間) (95% 信頼区間)
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表2．狭義の通いの場への参加による1年間の中長期アウトカム指標の変化量：八王子市 
 
 
 
 

 
  

n サブグループ n B P

低身体機能, 19059 1.5 ( 0.9 , 2.1 ) 全体 723 3.8 ( 0.7 , 6.9 ) 2.1 ( -0.9 , 5.2 ) 0.17

%ポイント 参加中断 365 3.4 ( -0.6 , 7.5 ) 1.6 ( -2.6 , 5.8 ) 0.45

新規参加 76 4.8 ( -5.7 , 15.4 ) 4.3 ( -5.5 , 14.1 ) 0.39

参加継続 282 3.9 ( -1.2 , 9.1 ) 2.4 ( -2.4 , 7.2 ) 0.33

低栄養, 19059 0.3 ( 0.1 , 0.6 ) 全体 723 0.4 ( -1.0 , 1.7 ) 0.1 ( -1.2 , 1.4 ) 0.88

%ポイント 参加中断 365 0.7 ( -1.0 , 2.5 ) 0.4 ( -1.4 , 2.2 ) 0.68

新規参加 76 4.4 ( -0.1 , 8.9 ) 3.1 ( -1.1 , 7.3 ) 0.15

参加継続 282 -0.6 ( -2.9 , 1.6 ) -1.0 ( -3.1 , 1.1 ) 0.35

低口腔機能, 19059 1.1 ( 0.4 , 1.8 ) 全体 723 1.4 ( -1.9 , 4.7 ) 0.3 ( -3.2 , 3.8 ) 0.86

%ポイント 参加中断 365 2.1 ( -2.5 , 6.7 ) 1.0 ( -3.8 , 5.8 ) 0.68

新規参加 76 12.4 ( 1.0 , 23.7 ) 10.4 ( -0.8 , 21.5 ) 0.07

参加継続 282 -2.2 ( -7.1 , 2.8 ) -3.0 ( -8.5 , 2.4 ) 0.28

精神的健康 (0-25), 点 19059 0.72 ( 0.67 , 0.76 ) 全体 723 0.74 ( 0.50 , 0.98 ) 0.03 ( -0.22 , 0.27 ) 0.84

参加中断 365 1.04 ( 0.69 , 1.40 ) 0.33 ( 0.00 , 0.66 ) 0.05

新規参加 76 0.49 ( -0.30 , 1.28 ) -0.12 ( -0.93 , 0.70 ) 0.78

参加継続 282 0.36 ( -0.02 , 0.73 ) -0.37 ( -0.76 , 0.03 ) 0.07

フレイル, %ポイント 19059 -5.8 ( -6.5 , -5.2 ) 全体 723 -6.9 ( -10.0 , -3.8 ) -1.1 ( -4.4 , 2.1 ) 0.49

参加中断 365 -10.9 ( -15.4 , -6.5 ) -5.0 ( -9.5 , -0.5 ) 0.029

新規参加 76 3.4 ( -5.6 , 12.5 ) 7.3 ( -3.2 , 17.9 ) 0.17

参加継続 282 -3.4 ( -8.1 , 1.3 ) 1.9 ( -3.1 , 7.0 ) 0.45

社会的孤立, %ポイント 19059 -3.1 ( -3.6 , -2.6 ) 全体 723 -4.3 ( -6.8 , -1.9 ) -1.2 ( -3.9 , 1.5 ) 0.39

参加中断 365 -9.0 ( -12.3 , -5.7 ) -5.9 ( -9.5 , -2.2 ) 0.002

新規参加 76 -5.6 ( -14.5 , 3.4 ) -3.2 ( -12.0 , 5.6 ) 0.47

参加継続 282 2.5 ( -1.4 , 6.4 ) 5.7 ( 1.4 , 10.0 ) 0.009

信頼感, %ポイント 19059 7.3 ( 6.9 , 7.7 ) 全体 723 5.3 ( 3.6 , 7.0 ) -2.1 ( -4.2 , 0.0 ) 0.05

参加中断 365 5.3 ( 2.9 , 7.7 ) -2.2 ( -5.1 , 0.7 ) 0.13

新規参加 76 9.4 ( 2.8 , 16.1 ) 1.1 ( -5.9 , 8.1 ) 0.75

参加継続 282 4.6 ( 1.9 , 7.3 ) -2.7 ( -6.0 , 0.7 ) 0.12

幸福感, 点 19059 0.10 ( 0.08 , 0.13 ) 全体 723 0.02 ( -0.10 , 0.13 ) -0.09 ( -0.21 , 0.03 ) 0.16

参加中断 365 0.03 ( -0.12 , 0.19 ) -0.07 ( -0.24 , 0.10 ) 0.40

新規参加 76 0.19 ( -0.25 , 0.63 ) 0.18 ( -0.22 , 0.58 ) 0.38

参加継続 282 -0.06 ( -0.24 , 0.13 ) -0.18 ( -0.37 , 0.02 ) 0.08

ベースライン時の性、年齢、コホート、飲酒、喫煙、独居、婚姻状態、学歴、所得段階区分、既往歴（高血圧、脳卒中、心臓病、糖尿病、がん、関節炎）、
BMI、就労、介護予防の通いの場以外の社会活動（ボランティアグループ、スポーツ関係グループ、趣味関係のグループ、学習・教養サークル、シニア

クラブ、町会・自治会）、全アウトカムのベースライン値を固定因子、個人を変量因子とした一般化線型混合効果モデルによる解析

非参加群 参加群
調整済み変化量の差

(群×時間による交互作用項)

調整済み変化量 調整済み変化量

(95% 信頼区間) (95% 信頼区間) (95% 信頼区間)
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表3．広義の通いの場への参加による1年間の短期アウトカム指標の変化量：八王子市 
 
 
 
 

  

n サブグループ n B P

週1回以上の運動習慣, 8682 3.4 ( 2.8 , 4.1 ) 全体 12771 2.1 ( 1.6 , 2.5 ) -1.4 ( -2.2 , -0.7 ) 0.001

%ポイント 参加中断 3721 3.9 ( 3.0 , 4.7 ) 0.4 ( -0.7 , 1.4 ) 0.51

新規参加 763 3.4 ( 1.7 , 5.1 ) -0.1 ( -2.1 , 2.0 ) 0.96

参加継続 8287 1.1 ( 0.7 , 1.6 ) -2.3 ( -3.2 , -1.5 ) < 0.001

食品摂取多様性得点, 点 8682 0.26 ( 0.22 , 0.29 ) 全体 12771 0.29 ( 0.27 , 0.32 ) 0.04 ( -0.04 , 0.08 ) 0.078

参加中断 3721 0.26 ( 0.21 , 0.30 ) 0.00 ( -0.06 , 0.06 ) 0.97

新規参加 763 0.34 ( 0.23 , 0.45 ) 0.08 ( -0.03 , 0.20 ) 0.15

参加継続 8287 0.31 ( 0.27 , 0.34 ) 0.05 ( 0.04 , 0.09 ) 0.033

食品摂取多様性得点 8682 2.5 ( 1.6 , 3.4 ) 全体 12771 3.7 ( 3.0 , 4.5 ) 1.3 ( 0.2 , 2.5 ) 0.025

7点以上, %ポイント 参加中断 3721 3.1 ( 1.8 , 4.5 ) 0.8 ( -0.8 , 2.4 ) 0.35

新規参加 763 4.6 ( 1.5 , 7.7 ) 2.1 ( -1.1 , 5.3 ) 0.20

参加継続 8287 4.0 ( 3.0 , 4.9 ) 1.5 ( 0.2 , 2.8 ) 0.019

毎日の外出, 8682 33.1 ( 32.2 , 34.0 ) 全体 12771 36.5 ( 35.8 , 37.3 ) 3.4 ( 2.3 , 4.6 ) < 0.001

%ポイント 参加中断 3721 40.0 ( 38.7 , 41.4 ) 6.9 ( 5.3 , 8.6 ) < 0.001

新規参加 763 31.9 ( 28.7 , 35.2 ) -1.2 ( -4.4 , 2.1 ) 0.48

参加継続 8287 35.3 ( 34.4 , 36.3 ) 2.3 ( 1.0 , 3.6 ) 0.001

ベースライン時の性、年齢、コホート、飲酒、喫煙、独居、婚姻状態、学歴、所得段階区分、既往歴（高血圧、脳卒中、心臓病、糖尿病、がん、関節炎）、
BMI、就労、社会参加の数、全アウトカムのベースライン値を固定因子、個人を変量因子とした一般化線型混合効果モデルによる解析

非参加群 参加群
調整済み変化量の差

(群×時間による交互作用項)

調整済み変化量 調整済み変化量

(95% 信頼区間) (95% 信頼区間) (95% 信頼区間)
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表4．広義の通いの場への参加による1年間の中長期アウトカム指標の変化量：八王子市 
 
 
 
 

 
 

n サブグループ n B P

低身体機能, 8681 1.8 ( 0.9 , 2.8 ) 全体 12772 1.6 ( 0.9 , 2.3 ) 0.0 ( -1.2 , 1.1 ) 0.94

%ポイント 参加中断 3721 2.3 ( 1.0 , 3.6 ) 0.6 ( -1.0 , 2.2 ) 0.47

新規参加 764 1.1 ( -1.8 , 4.0 ) -0.5 ( -3.6 , 2.7 ) 0.77

参加継続 8287 1.3 ( 0.5 , 2.1 ) -0.3 ( -1.6 , 1.0 ) 0.65

低栄養, 8681 0.3 ( -0.1 , 0.7 ) 全体 12772 0.3 ( 0.0 , 0.6 ) 0.1 ( -0.4 , 0.6 ) 0.76

%ポイント 参加中断 3721 0.6 ( 0.0 , 1.3 ) 0.4 ( -0.3 , 1.1 ) 0.28

新規参加 764 -0.2 ( -1.4 , 0.9 ) -0.6 ( -1.9 , 0.8 ) 0.42

参加継続 8287 0.3 ( -0.1 , 0.6 ) 0.0 ( -0.5 , 0.5 ) 1.00

低口腔機能, 8681 1.9 ( 0.9 , 3.0 ) 全体 12772 0.6 ( -0.2 , 1.4 ) 0.1 ( -0.4 , 0.6 ) 0.76

%ポイント 参加中断 3721 0.0 ( -1.5 , 1.5 ) 0.4 ( -0.3 , 1.1 ) 0.28

新規参加 764 0.3 ( -3.3 , 3.8 ) -0.6 ( -1.9 , 0.8 ) 0.42

参加継続 8287 0.9 ( -0.1 , 1.9 ) 0.0 ( -0.5 , 0.5 ) 1.00

精神的健康 (0-25), 点 8681 0.57 ( 0.49 , 0.65 ) 全体 12772 0.80 ( 0.74 , 0.85 ) 0.23 ( 0.13 , 0.32 ) < 0.001

参加中断 3721 1.18 ( 1.07 , 1.29 ) 0.61 ( 0.48 , 0.74 ) < 0.001

新規参加 764 0.65 ( 0.40 , 0.89 ) 0.07 ( -0.18 , 0.32 ) 0.58

参加継続 8287 0.64 ( 0.58 , 0.71 ) 0.07 ( -0.03 , 0.17 ) 0.17

フレイル, %ポイント 8681 -5.4 ( -6.4 , -4.4 ) 全体 12772 -6.3 ( -7.0 , -5.5 ) -0.7 ( -1.9 , 0.5 ) 0.26

参加中断 3721 -8.9 ( -10.4 , -7.5 ) -3.6 ( -5.3 , -1.9 ) < 0.001

新規参加 764 -7.3 ( -10.5 , -4.1 ) -1.7 ( -5.1 , 1.6 ) 0.31

参加継続 8287 -5.0 ( -5.8 , -4.1 ) 0.6 ( -0.7 , 2.0 ) 0.35

社会的孤立, %ポイント 8681 -2.8 ( -3.6 , -2.0 ) 全体 12772 -3.4 ( -4.0 , -2.8 ) -0.6 ( -1.6 , 0.4 ) 0.27

参加中断 3721 -4.6 ( -5.8 , -3.3 ) -1.8 ( -3.2 , -0.3 ) 0.015

新規参加 764 -3.0 ( -5.8 , -0.1 ) -0.2 ( -3.0 , 2.6 ) 0.91

参加継続 8287 -2.9 ( -3.6 , -2.1 ) -0.1 ( -1.2 , 1.0 ) 0.88

信頼感, %ポイント 8681 8.3 ( 7.7 , 9.0 ) 全体 12772 6.2 ( 5.7 , 6.7 ) -2.2 ( -3.0 , -1.4 ) < 0.001

参加中断 3721 6.2 ( 5.4 , 7.1 ) -2.1 ( -3.2 , -1.0 ) < 0.001

新規参加 764 9.3 ( 7.1 , 11.5 ) 0.9 ( -1.3 , 3.1 ) 0.06

参加継続 8287 5.9 ( 5.3 , 6.5 ) -2.4 ( -3.3 , -1.6 ) < 0.001

幸福感, 点 8681 0.08 ( 0.06 , 0.11 ) 全体 12772 0.09 ( 0.08 , 0.11 ) 0.00 ( -0.02 , 0.04 ) 0.52

参加中断 3721 0.08 ( 0.04 , 0.11 ) -0.01 ( -0.05 , 0.04 ) 0.75

新規参加 764 0.23 ( 0.15 , 0.32 ) 0.15 ( 0.06 , 0.24 ) 0.001

参加継続 8287 0.09 ( 0.07 , 0.11 ) 0.01 ( -0.03 , 0.04 ) 0.72

ベースライン時の性、年齢、コホート、飲酒、喫煙、独居、婚姻状態、学歴、所得段階区分、既往歴（高血圧、脳卒中、心臓病、糖尿病、がん、関節炎）、
BMI、就労、社会参加の数、全アウトカムのベースライン値を固定因子、個人を変量因子とした一般化線型混合効果モデルによる解析

非参加群 参加群
調整済み変化量の差

(群×時間による交互作用項)

調整済み変化量 調整済み変化量

(95% 信頼区間) (95% 信頼区間) (95% 信頼区間)
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【研究2】通いの場の参加による短期的効果の検証： 

東京都豊島区の高齢者を対象とした1年後追跡調査から 

 

研究分担者 横山 友里 東京都健康長寿医療センター研究所 

社会参加と地域保健研究チーム 研究員 

研究分担者 清野 諭 東京都健康長寿医療センター研究所 

社会参加と地域保健研究チーム 主任研究員 

研究代表者 藤原 佳典 東京都健康長寿医療センター研究所 

社会参加と地域保健研究チーム 研究部長 

 

研究要旨 

本分担研究では、通いの場への参加による短期的効果検証のため、東京都豊島区の65-84歳

男女のうち、令和3年度（2021年）に実施したベースライン調査の有効回答者5,576名を対象と

して、自記式郵送による1年後追跡調査を実施した。調査の有効回答者4,123名（76.4%）を最

終的な解析対象とした。短期アウトカム指標として、週1回以上の運動習慣、食品摂取多様性得

点、毎日の外出者割合を、中長期アウトカムとして、低身体機能者割合、低栄養者割合、低口腔

機能者割合、精神的健康得点、フレイル、社会的孤立、近隣への信頼感、幸福感をそれぞれ位置

付けた。介護予防のための通いの場（狭義の通いの場）／すべてのタイプの通いの場（広義の通

いの場：ボランティアグループ、スポーツ関係のグループやクラブ、趣味関係のグループ、学

習・教養サークル、介護予防のための通いの場、シニアクラブ、町会・自治会のうちいずれか）

への月1回以上の参加が、各アウトカム指標に及ぼす影響を一般化線型混合効果モデルによって

分析した。その結果、狭義の通いの場への参加群では、食品摂取多様性得点（調整済み変化量差 

= -0.24点；95%信頼区間 = -0.40, -0.08）が非参加群よりも有意に低下したものの、フレイルの

割合（-5.3%ポイント；-10.4, -0.3）が非参加群よりも有意に低減した。広義の通いの場への参

加群では、毎日の外出者割合（3.0%ポイント；0.9, 5.1）が非参加群よりも有意に向上した。本

分担研究において、通いの場参加による短期的効果が確認された。特に、狭義の通いの場参加

によって、中期アウトカム指標であるフレイルが有意に低減した点は特筆すべき結果と考えら

れる。しかし、短期アウトカム指標には有意な向上がみられなかったため、今後、このメカニズ

ムについての検討が必要である。 

 
Ａ．研究目的 

本分担研究では、PDCA サイクルに沿った通
いの場等の取り組みの短期的効果を、特徴の異
なる2つの自治体を対象に、参加群と非参加群の
比較から明らかにすることを目的としている。 

令和4年度は、東京都豊島区の65-84歳男女の
うち、令和3年度（2021年）に実施したベースラ

イン調査の有効回答者を対象として1年後追跡
調査を実施し、通いの場参加による短期的効果
を分析した。 

 

Ｂ．研究方法 

1．研究対象者 

東京都豊島区の65-84歳男女のうち、令和3年
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度（2021年）に実施したベースライン調査の有
効回答者5,576名を対象として、自記式郵送によ
る1年後追跡調査を実施した。調査票を回収でき
た4,179名（回収率77.5%）のうち、有効回答者は
4,123名（有効回収率76.4%）であった。 

 

2．郵送調査項目 

対象者の基本属性や調整変数は、すでにベー
スライン調査で調査済みであるため、本追跡調
査では令和2年度老人保健健康増進等事業で提
案した「通いの場等の取り組みを評価する枠組
み」から、下記をアウトカム指標とした1)。 

 

⚫ 短期アウトカム指標：運動頻度（週1回以上）、
食品摂取多様性得点、外出頻度（毎日） 

⚫ 中期アウトカム指標：身体機能、低栄養、口
腔機能（以上、基本チェックリスト）、精神
的健康（WHO-5精神健康状態表）、フレイ
ル（基本チェックリスト25項目中8項目以上
に該当）、社会的孤立（同居家族以外の人と
の対面／非対面交流が週1回未満）、ソーシ
ャル・キャピタル（近隣への信頼感） 

⚫ 長期アウトカム指標：幸福感、新規要介護認
定、新規要介護認知症発生 

なお、新規要介護認定および新規要介護認知
症発生データについては、豊島区から介護保険
情報の提供を受ける予定であり、その旨、承諾が
得られている。 

 

3．統計解析 

3-1．通いの場参加／非参加群の分類 

ベースライン調査において、過去1年間（2020

年8月～2021年7月頃）および新型コロナウイル
ス感染症（以下、コロナ）拡大以前（2019年頃）
の1年間について、1）ボランティアのグループ、
2）スポーツ関係のグループやクラブ、3）趣味関
係のグループ、4）学習・教養サークル、5）介護
予防のための通いの場、6）シニアクラブ、7）町
会・自治会、それぞれの参加頻度を調査した。 

本研究では、5）介護予防のための通いの場に
月1回以上参加している場合を狭義の通いの場
参加ありと定義した。また、1）～7）のいずれか
に月1回以上参加している場合を広義の通いの
場参加ありと定義した。 

また、コロナ拡大以前（2019年）とベースライ
ン時（2020-21年）の狭義・広義の通いの場参加
状況から、対象者を1）非参加群、2）参加中断群、
3）新規参加群、4）継続参加群の4群に分類した。 

 

3-2．主要解析 

主要解析として、2）～4）を通いの場参加群と
し、1）の非参加群を基準とした解析をおこなっ
た。具体的には、各アウトカム指標を従属変数と
し、狭義／広義の通いの場の参加／非参加（群）、
時間（2021年／2022年）、群×時間の交互作用項
を固定因子、個人を変量因子とした一般化線型

混合モデルによる解析を行った。調整変数は、ベ
ースライン時の年齢、性、飲酒習慣、喫煙習慣、
独居、婚姻状態、学歴、等価所得、既往歴（高血
圧、脳卒中、心臓病、糖尿病、がん、腰痛・神経
痛・関節炎）、body mass index、就労、全アウ
トカム指標のベースライン値とした。加えて、狭
義の通いの場の分析時には、ベースライン時の
ボランティアグループ、スポーツ関係のグルー
プ、趣味関係のグループ、学習・教養サークル、
シニアクラブ、町会・自治会参加の有無を調整変
数に加えた。広義の通いの場の分析時には、ベー
スライン時に参加していたグループ活動の数を
調整変数に加えた。 

 

3-3．サブグループ解析 

サブグループ解析として、1）非参加群を基準
とし、2）～4）それぞれの変化量を比較する解析
をおこなった。サブグループ解析では、主要解析
と同様のモデルおよび調整変数を用いた。 

すべての統計解析にはStata 17.0を用い、統計
学的有意水準を5%とした。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、東京都健康長寿医療センター研究
倫理審査委員会の承認を受けて実施された。 

 

Ｃ．研究結果 

1．狭義の通いの場の分析結果 

有効回答者4,123名のうち、狭義の通いの場の
参加の有無について欠損のない3778名が解析に
含まれた。狭義の通いの場の非参加群は3,490名
（92.4%）、参加群は288名（7.6%）であった。
参加群の内訳は、参加中断群68名（23.6%）、新
規参加群35名（12.2%）、参加継続群185名（64.2%）
であった。 

表1～2に、狭義の通いの場への参加による1年
間の各アウトカム指標の変化量を示した。主要
解析の結果、狭義の通いの場への参加群全体で、
食品摂取多様性得点（調整済み変化量差 = -0.24

点；95%信頼区間 = -0.40, -0.08）が非参加群よ
りも有意に低下したものの、フレイルの割合（-

5.3%ポイント；-10.4, -0.3）が非参加群よりも有
意に低減した。 

サブグループ解析の結果、非参加群と比較し
て、参加中断群では、食品摂取多様性得点（-0.41

点；95%信頼区間 = -0.72, -0.10）が有意に低減
した。新規参加群では、毎日の外出者割合、精神
的健康得点（1.53点；0.53, 2.52）が非参加群よ
りも有意に向上した。 

 

2．広義の通いの場の分析結果 

有効回答者4,123名のうち、広義の通いの場の
参加の有無について欠損のない3,949名が解析
に含まれた。広義の通いの場の非参加群は1,896

名（48.0%）、参加群は2,053名（52.0%）であっ
た。参加群の内訳は、参加中断群524名（25.5%）、
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新規参加群106名（5.2%）、参加継続群1,423名
（69.3%）であった。 

表3～4に、広義の通いの場への参加による1年
間の各アウトカム指標の変化量を示した。主要
解析の結果、毎日の外出者割合（3.0%ポイント；
0.9, 5.1）が非参加群よりも有意に向上した。 

サブグループ解析の結果、非参加群と比較し
て、参加中断群では、毎日の外出者割合（3.3%ポ
イント；0.1, 6.5）、近隣への信頼感（4.1%ポイ
ント；0.9, 7.2）が有意に向上した。新規参加群
では、非参加群よりも週1回以上の運動習慣者割
合（-6.1%ポイント；-11.5, -0.6）が有意に低下し
たものの、社会的孤立者割合（-10.0%ポイント；
-17.4, -2.5）が有意に低減した。参加継続群では、
毎日の外出者割合（3.0%ポイント；0.7, 5.4）が
有意に向上した。 

 

Ｄ．考察 

本研究の特筆すべき結果は、狭義の通いの場
参加者では、非参加者よりもフレイルの割合が
有意に低減したことである。加えて、サブグルー
プ解析の結果、有意ではないものの、その低減程
度は参加中断群、新規参加群、参加継続群の順に
大きい傾向にあった。本研究は、1年間という短
期間の追跡調査に基づくものであるが、介護予
防の通いの場に参加することがフレイルの低減
につながることを示した重要な知見と考えられ
る。 

一方、広義の通いの場の分析では、毎日の外出
者割合が非参加群よりも有意に向上したものの、
フレイルの割合の変化には有意な群間差がみら
れなかった。1年という短期間でフレイルの低減
効果を得るには、通いの場の内容を介護予防を
主目的としたプログラムで構成する必要がある
のかもしれない。 

今後の検証課題として、狭義の通いの場の分
析において、短期アウトカム指標に有意な向上
がみらなかった点が挙げられる。むしろ、狭義の
通いの場参加者の食品摂取多様性得点は非参加
群よりも参加群で有意に低下した。これは、参加
中断群で食品摂取多様性得点が大きく低下した
ことが影響していると考えられる。本研究（ベー
スライン・追跡調査）はコロナ禍に実施されたた
め、通いの場のもつ意義がコロナ以前とで変化
している可能性にも留意する必要がある。特に
豊島区の狭義の通いの場には、社会経済状態が
比較的低く、フレイル状態にある高齢者が多く
参加する傾向にあったため、各アウトカム指標
の向上を図るというよりは、維持が重要な目的
となるかもしれない。以上の点もふまえつつ、狭
義の通いの場参加がフレイルの低減につながっ
たメカニズムを検証するため、今後さらなる検
討が必要である。 

 

Ｅ．結 論 

 本研究では、豊島区の高齢者を対象とした1年

後追跡調査から、狭義／広義の通いの場への参
加による短期的効果を明らかにした。狭義の通
いの場参加者では、フレイルの割合が非参加者
よりも有意に低減した。広義の通いの場参加者
では、毎日の外出者割合が非参加者よりも有意
に向上したが、フレイルの低減までには至らな
かった。介護予防を目的とした内容構成にする
ことで、比較的短期間であっても通いの場でフ
レイル予防／低減を図ることは可能かもしれな
い。一方、本研究では期待された短期アウトカム
に有意な向上はみられなかったため、コロナ禍
の（通いの場参加の継続／中断による）影響を踏
まえてさらなる分析・検討が必要である。 
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表1．狭義の通いの場への参加による1年間の短期アウトカム指標の変化量：豊島区 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

 

  

n サブグループ n B P

週1回以上の運動習慣, 3490 -1.1 ( -2.0 , -0.1 ) 全体 288 -2.6 ( -4.9 , -0.2 ) -1.6 ( -4.8 , 1.6 ) 0.33

%ポイント 参加中断 68 -5.9 ( -12.8 , 1.1 ) -4.3 ( -10.6 , 1.9 ) 0.18

新規参加 35 0.0 ( -6.6 , 6.6 ) 1.0 ( -7.7 , 9.8 ) 0.82

参加継続 185 -2.1 ( -4.6 , 0.4 ) -1.0 ( -5.0 , 2.9 ) 0.61

DVS, 点 3490 0.09 ( 0.05 , 0.14 ) 全体 288 -0.15 ( -0.30 , 0.00 ) -0.24 ( -0.40 , -0.08 ) 0.003

参加中断 68 -0.33 ( -0.71 , 0.06 ) -0.41 ( -0.72 , -0.10 ) 0.009

新規参加 35 -0.11 ( -0.53 , 0.30 ) -0.21 ( -0.65 , 0.23 ) 0.36

参加継続 185 -0.09 ( -0.27 , 0.09 ) -0.18 ( -0.38 , 0.01 ) 0.07

DVS7点以上, %ポイント 3490 1.6 ( 0.3 , 2.9 ) 全体 288 -4.4 ( -8.7 , 0.0 ) -6.1 ( -10.6 , -1.6 ) 0.008

参加中断 68 -3.0 ( -11.3 , 5.3 ) -4.3 ( -13.1 , 4.6 ) 0.35

新規参加 35 7.4 ( 0.9 , 13.9 ) 3.5 ( -9.1 , 16.2 ) 0.58

参加継続 185 -6.7 ( -12.4 , -1.1 ) -8.6 ( -14.2 , -3.1 ) 0.002

毎日の外出, 3490 2.7 ( 1.6 , 3.8 ) 全体 288 4.2 ( 0.4 , 8.0 ) 1.6 ( -2.3 , 5.5 ) 0.43

%ポイント 参加中断 68 10.2 ( 1.5 , 18.9 ) 7.7 ( 0.1 , 15.4 ) 0.047

新規参加 35 13.8 ( 3.2 , 24.4 ) 11.1 ( 0.4 , 21.7 ) 0.041

参加継続 185 -0.2 ( -4.8 , 4.4 ) -2.7 ( -7.5 , 2.1 ) 0.28

ベースライン時の性、年齢、コホート、飲酒、喫煙、独居、婚姻状態、学歴、等価所得、既往歴（高血圧、脳卒中、心臓病、糖尿病、がん、関節炎）、
BMI、就労、介護予防の通いの場以外の社会活動（ボランティアグループ、スポーツ関係グループ、趣味関係のグループ、学習・教養サークル、シニア

クラブ、町会・自治会）、全アウトカムのベースライン値を固定因子、個人を変量因子とした一般化線型混合効果モデルによる解析

非参加群 参加群
調整済み変化量の差

(群×時間による交互作用項)

調整済み変化量 調整済み変化量

(95% 信頼区間) (95% 信頼区間) (95% 信頼区間)
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表2．狭義の通いの場への参加による1年間の中長期アウトカム指標の変化量：豊島区 
 
 
 

 
 

  

n サブグループ n B P

低身体機能, 3490 3.4 ( 2.1 , 4.8 ) 全体 288 2.0 ( -2.3 , 6.3 ) -2.1 ( -6.7 , 2.6 ) 0.38

%ポイント 参加中断 68 5.6 ( -3.0 , 14.1 ) 1.3 ( -7.9 , 10.5 ) 0.78

新規参加 35 0.0 ( -9.3 , 9.3 ) -5.0 ( -17.7 , 7.8 ) 0.44

参加継続 185 1.1 ( -3.9 , 6.2 ) -2.8 ( -8.5 , 2.9 ) 0.34

低栄養, 3490 0.0 ( -0.6 , 0.5 ) 全体 288 -0.4 ( -2.0 , 1.3 ) -0.4 ( -2.4 , 1.5 ) 0.65

%ポイント 参加中断 68 -3.4 ( -7.0 , 0.3 ) -2.8 ( -6.6 , 1.0 ) 0.15

新規参加 35 -3.4 ( -7.9 , 1.0 ) -2.1 ( -7.4 , 3.1 ) 0.43

参加継続 185 0.7 ( -0.7 , 2.0 ) 0.8 ( -1.6 , 3.1 ) 0.53

低口腔機能, 3490 1.8 ( 0.3 , 3.3 ) 全体 288 4.1 ( -1.5 , 9.7 ) 1.7 ( -3.7 , 7.0 ) 0.54

%ポイント 参加中断 68 6.6 ( -3.2 , 16.4 ) 3.3 ( -7.2 , 13.8 ) 0.54

新規参加 35 10.3 ( 0.5 , 20.2 ) 5.9 ( -8.7 , 20.5 ) 0.43

参加継続 185 2.6 ( -4.3 , 9.6 ) 0.3 ( -6.3 , 6.9 ) 0.93

精神的健康 (0-25), 点 3490 0.17 ( 0.07 , 0.27 ) 全体 288 0.48 ( 0.16 , 0.79 ) 0.31 ( -0.03 , 0.66 ) 0.08

参加中断 68 0.70 ( -0.13 , 0.15 ) 0.49 ( -0.19 , 1.16 ) 0.16

新規参加 35 1.72 ( 1.01 , 2.43 ) 1.53 ( 0.53 , 2.52 ) 0.003

参加継続 185 0.19 ( -0.19 , 0.58 ) 0.04 ( -0.39 , 0.46 ) 0.87

フレイル, %ポイント 3490 -0.2 ( -1.6 , 1.3 ) 全体 288 -5.6 ( -10.5 , -0.7 ) -5.3 ( -10.4 , -0.3 ) 0.040

参加中断 68 -1.8 ( -9.6 , 5.9 ) -3.6 ( -13.5 , 6.3 ) 0.47

新規参加 35 -7.7 ( -14.4 , -1.0 ) -5.0 ( -18.5 , 8.6 ) 0.47

参加継続 185 -5.6 ( -12.0 , 0.8 ) -5.4 ( -11.8 , 0.9 ) 0.09

社会的孤立, %ポイント 3490 1.4 ( 0.1 , 2.6 ) 全体 288 5.5 ( 1.9 , 9.1 ) 4.2 ( -1.1 , 9.5 ) 0.12

参加中断 68 9.8 ( 2.1 , 17.5 ) 7.8 ( -2.8 , 18.3 ) 0.15

新規参加 35 0.0 ( -9.3 , 9.3 ) -0.8 ( -15.4 , 13.8 ) 0.92

参加継続 185 5.1 ( 0.6 , 9.6 ) 3.8 ( -2.7 , 10.3 ) 0.25

信頼感, %ポイント 3490 -0.4 ( -1.5 , 0.8 ) 全体 288 0.5 ( -2.8 , 3.9 ) 0.8 ( -3.1 , 4.8 ) 0.68

参加中断 68 -2.4 ( -11.9 , 7.1 ) -3.1 ( -10.8 , 4.6 ) 0.43

新規参加 35 -3.6 ( -11.6 , 4.5 ) -3.1 ( -14.0 , 7.8 ) 0.58

参加継続 185 2.7 ( -1.1 , 6.4 ) 3.1 ( -1.8 , 8.0 ) 0.21

幸福感, 点 3490 -0.02 ( -0.07 , 0.03 ) 全体 288 -0.09 ( -0.27 , 0.09 ) -0.07 ( -0.25 , 0.10 ) 0.42

参加中断 68 0.02 ( -0.24 , 0.28 ) 0.06 ( -0.28 , 0.41 ) 0.73

新規参加 35 0.28 ( -0.09 , 0.64 ) 0.32 ( -0.15 , 0.80 ) 0.18

参加継続 185 -0.22 ( -0.46 , -0.02 ) -0.21 ( -0.42 , 0.01 ) 0.06

ベースライン時の性、年齢、コホート、飲酒、喫煙、独居、婚姻状態、学歴、等価所得、既往歴（高血圧、脳卒中、心臓病、糖尿病、がん、関節炎）、
BMI、就労、介護予防の通いの場以外の社会活動（ボランティアグループ、スポーツ関係グループ、趣味関係のグループ、学習・教養サークル、シニア

クラブ、町会・自治会）、全アウトカムのベースライン値を固定因子、個人を変量因子とした一般化線型混合効果モデルによる解析

非参加群 参加群
調整済み変化量の差

(群×時間による交互作用項)

調整済み変化量 調整済み変化量

(95% 信頼区間) (95% 信頼区間) (95% 信頼区間)
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表3．広義の通いの場への参加による1年間の短期アウトカム指標の変化量：豊島区 
 
 
 

 
  

n サブグループ n B P

週1回以上の運動習慣, 1896 -0.7 ( -2.1 , 0.7 ) 全体 2053 -1.4 ( -2.4 , -0.4 ) -0.7 ( -2.4 , 1.0 ) 0.41

%ポイント 参加中断 524 -1.2 ( -3.5 , 1.0 ) -0.5 ( -3.0 , 2.1 ) 0.71

新規参加 106 -6.8 ( -12.9 , -0.7 ) -6.1 ( -11.5 , -0.6 ) 0.029

参加継続 1423 -1.1 ( -2.2 , 0.0 ) -0.4 ( -2.3 , 1.4 ) 0.65

DVS, 点 1896 0.09 ( 0.03 , 0.15 ) 全体 2053 0.07 ( 0.01 , 0.13 ) -0.02 ( -0.11 , 0.07 ) 0.64

参加中断 524 0.13 ( 0.01 , 0.25 ) 0.04 ( -0.09 , 0.17 ) 0.52

新規参加 106 0.35 ( 0.10 , 0.60 ) 0.28 ( 0.00 , 0.55 ) 0.05

参加継続 1423 0.03 ( -0.04 , 0.10 ) -0.06 ( -0.16 , 0.03 ) 0.19

DVS7点以上, %ポイント 1896 1.0 ( -0.6 , 2.7 ) 全体 2053 1.6 ( -0.2 , 3.3 ) 0.5 ( -1.9 , 2.9 ) 0.68

参加中断 524 3.6 ( 0.2 , 7.1 ) 2.4 ( -1.2 , 6.1 ) 0.19

新規参加 106 1.3 ( -4.9 , 7.5 ) 0.4 ( -7.5 , 8.2 ) 0.93

参加継続 1423 0.8 ( -1.2 , 2.9 ) -0.2 ( -2.8 , 2.5 ) 0.89

毎日の外出, 1896 1.2 ( -0.3 , 2.7 ) 全体 2053 4.2 ( 2.7 , 5.7 ) 3.0 ( 0.9 , 5.1 ) 0.006

%ポイント 参加中断 524 4.6 ( 1.6 , 7.5 ) 3.3 ( 0.1 , 6.5 ) 0.042

新規参加 106 1.5 ( -4.4 , 7.5 ) 0.1 ( -6.7 , 6.9 ) 0.98

参加継続 1423 4.3 ( 2.5 , 6.0 ) 3.0 ( 0.7 , 5.4 ) 0.010

ベースライン時の性、年齢、コホート、飲酒、喫煙、独居、婚姻状態、学歴、等価所得、既往歴（高血圧、脳卒中、心臓病、糖尿病、がん、関節炎）、
BMI、就労、社会活動の数、全アウトカムのベースライン値を固定因子、個人を変量因子とした一般化線型混合効果モデルによる解析

非参加群 参加群
調整済み変化量の差

(群×時間による交互作用項)

調整済み変化量 調整済み変化量

(95% 信頼区間) (95% 信頼区間) (95% 信頼区間)
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表4．広義の通いの場への参加による1年間の中長期アウトカム指標の変化量：豊島区 
 
 
 
 

 
  

n サブグループ n B P

低身体機能, 1896 3.7 ( 1.8 , 5.5 ) 全体 2053 3.2 ( 1.5 , 4.9 ) -0.5 ( -3.0 , 2.0 ) 0.68

%ポイント 参加中断 524 1.7 ( -1.8 , 5.3 ) -1.7 ( -5.5 , 2.2 ) 0.39

新規参加 106 4.6 ( -3.9 , 13.1 ) 0.0 ( -8.2 , 8.2 ) 1.00

参加継続 1423 3.6 ( 1.6 , 5.5 ) -0.1 ( -2.9 , 2.6 ) 0.92

低栄養, 1896 -0.1 ( -0.9 , 0.8 ) 全体 2053 -0.1 ( -0.7 , 0.5 ) -0.1 ( -1.1 , 1.0 ) 0.90

%ポイント 参加中断 524 -0.7 ( -2.1 , 0.6 ) -0.6 ( -2.2 , 1.0 ) 0.46

新規参加 106 -1.2 ( -3.2 , 0.7 ) -1.6 ( -4.9 , 1.8 ) 0.36

参加継続 1423 0.1 ( -0.5 , 0.7 ) 0.2 ( -0.9 , 1.3 ) 0.70

低口腔機能, 1896 2.0 ( -0.1 , 4.1 ) 全体 2053 2.2 ( 0.3 , 4.2 ) 0.1 ( -2.7 , 3.0 ) 0.93

%ポイント 参加中断 524 -1.1 ( -5.4 , 3.1 ) -3.1 ( -7.4 , 1.2 ) 0.16

新規参加 106 1.1 ( -7.5 , 9.6 ) -1.7 ( -10.8 , 7.4 ) 0.71

参加継続 1423 3.5 ( 1.3 , 5.8 ) 1.5 ( -1.7 , 4.6 ) 0.36

精神的健康 (0-25), 点 1896 0.17 ( 0.03 , 0.31 ) 全体 2053 0.20 ( 0.08 , 0.32 ) 0.03 ( -0.15 , 0.21 ) 0.75

参加中断 524 0.15 ( -0.10 , 0.40 ) -0.02 ( -0.30 , 0.26 ) 0.90

新規参加 106 0.23 ( -0.40 , 0.85 ) 0.05 ( -0.56 , 0.65 ) 0.89

参加継続 1423 0.21 ( 0.08 , 0.35 ) 0.05 ( -0.15 , 0.25 ) 0.65

フレイル, %ポイント 1896 -0.9 ( -3.0 , 1.2 ) 全体 2053 -0.1 ( -1.9 , 1.7 ) -0.9 ( -2.9 , 1.1 ) 0.37

参加中断 524 -1.2 ( -4.8 , 2.4 ) 0.0 ( -4.3 , 3.9 ) 0.92

新規参加 106 -5.7 ( -13.9 , 2.5 ) -5.6 ( -14.7 , 3.6 ) 0.23

参加継続 1423 0.7 ( -1.4 , 2.8 ) 1.7 ( -1.3 , 4.7 ) 0.27

社会的孤立, %ポイント 1896 1.8 ( 0.1 , 3.5 ) 全体 2053 2.0 ( 0.5 , 3.6 ) 0.2 ( -2.1 , 2.5 ) 0.85

参加中断 524 -1.5 ( -4.7 , 1.7 ) -3.2 ( -6.7 , 0.3 ) 0.07

新規参加 106 -6.5 ( -15.8 , 2.9 ) -10.0 ( -17.4 , -2.5 ) 0.009

参加継続 1423 4.0 ( 2.2 , 5.8 ) 2.2 ( -0.3 , 4.7 ) 0.09

信頼感, %ポイント 1896 -0.3 ( -1.9 , 1.3 ) 全体 2053 -0.4 ( -1.8 , 1.0 ) -0.1 ( -2.2 , 2.0 ) 0.91

参加中断 524 3.7 ( 1.0 , 6.5 ) 4.1 ( 0.9 , 7.2 ) 0.013

新規参加 106 5.4 ( -2.3 , 13.2 ) 5.5 ( -1.2 , 12.3 ) 0.11

参加継続 1423 -2.3 ( -3.9 , -0.7 ) -2.0 ( -4.3 , 0.3 ) 0.08

幸福感, 点 1896 -0.02 ( -0.07 , 0.03 ) 全体 2053 -0.05 ( -0.10 , -0.01 ) -0.02 ( -0.05 , 0.02 ) 0.33

参加中断 524 -0.07 ( -0.17 , 0.02 ) -0.04 ( -0.11 , 0.02 ) 0.18

新規参加 106 0.10 ( -0.13 , 0.32 ) 0.01 ( -0.08 , 0.10 ) 0.82

参加継続 1423 -0.06 ( -0.11 , 0.00 ) -0.01 ( -0.05 , 0.03 ) 0.61

ベースライン時の性、年齢、コホート、飲酒、喫煙、独居、婚姻状態、学歴、等価所得、既往歴（高血圧、脳卒中、心臓病、糖尿病、がん、関節炎）、
BMI、就労、社会活動の数、全アウトカムのベースライン値を固定因子、個人を変量因子とした一般化線型混合効果モデルによる解析

非参加群 参加群
調整済み変化量の差

(群×時間による交互作用項)

調整済み変化量 調整済み変化量

(95% 信頼区間) (95% 信頼区間) (95% 信頼区間)
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厚生労働科学研究費補助金（長寿科学政策研究事業） 

分担研究報告書 

 

【研究3】通いの場の介護予防効果のメカニズムに関する文献レビュー 

 

研究分担者 近藤 克則 

国立研究開発法人国立長寿医療研究センター 老年学評価研究部長 

 

研究要旨 

本分担研究では、通いの場の介護予防効果のメカニズムを明らかにする目的で文献レビュー

を実施した。文献レビューの対象とする通いの場としては、1) 原著論文、2) 日本の高齢者を

対象、3) 主に自治体の介護予防部局が後方支援する定期的に開催されている住民主体の取組、

いわゆる狭義の通いの場と定義した。日本老年学的評価研究（Japan Gerontological 

Evaluation Study，JAGES）に関わる研究者のうち、研究関心が通いの場である研究者が集ま

る通いの場ワーキンググループにおいて、検討した介護予防事業のロジックモデルやJAGES

の通いの場に関する先行研究レビューを基に、文献レビューを行う上での通いの場参加から健

康・well-beingに至るメカニズムを心理面、認知面、身体面、栄養面、社会面の5つに分類した。 

検索エンジンは、日本語は医中誌Web、英語はPubMedを用いた。表1・2に文献レビューの検

索語を示した。基本的な考え方として、通いの場（kayoinoba、community gathering place）、

サロン（salon）、住民主体（community-based）、社会参加（social participation）、地域介

入（community involvement、community intervention）に各方面のキーワードを組み合わせ

る形で検索式を設定した。最終的に対象となった文献の書誌情報、フィールド、対照群の有無、

分析対象者数、研究デザイン（横断、縦断）・分析レベル（個人、地域）、観察（追跡）期間、

結果のサマリーをエビデンステーブルにまとめた。最終的に、通いの場のメカニズムに関する

文献レビューの対象として25件が抽出された。その結果、通いの場参加を通じ、身体・認知・

心理面の維持・向上、社会的相互作用を通じ、介護予防効果がもたらされていると考えられた。

一方、栄養面については対象群をおいた縦断研究による検証事例が少なかった。今後は自治体

が対照群をおいた縦断データを平易に取得でき、複数の自治体のデータをプールして分析可能

な仕組みづくりが必要となると考えられる。そして、そのようにして構築したデータベースを

用いた媒介分析などにより通いの場から健康・Well-beingに至るメカニズムの効果検証を進め

ていく必要がある。 

 
 

Ａ．研究目的 

本分担研究では、通いの場の介護予防効果の
メカニズムを明らかにする目的で文献レビュー
を実施した。 

 

Ｂ．研究方法 

 文献レビューの対象とする通いの場としては、

1）原著論文、2）日本の高齢者を対象、3）主に
自治体の介護予防部局が後方支援する定期的に
開催されている住民主体の取組、いわゆる狭義
の通いの場1)と定義した。日本老年学的評価研究
（Japan Gerontological Evaluation Study，
JAGES）に関わる研究者のうち、研究関心が通
いの場である研究者が集まる通いの場ワーキン
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ググループにおいて、検討した介護予防事業の
ロジックモデル2)やJAGESの通いの場に関する
先行研究レビュー1),2)を基に、文献レビューを行
う上での通いの場参加から健康・well-beingに
至るメカニズムを心理面、認知面、身体面、栄養
面、社会面の5つに分類した（図1参照）。 

 検索エンジンは、日本語は医中誌Web、英語
はPubMedを用いた。表1・2に文献レビューの検
索語を示した。基本的な考え方として、通いの
場（kayoinoba、community gathering place）、
サロン（salon）、住民主体（community-based）、
社会参加（social participation）、地域介入
（ community involvement 、 community 

intervention）に各方面のキーワードを組み合わ
せる形で検索式を設定した。検索式で全体とす
るか、タイトル・アブストラクトに限定するか
は、該当文献数などを考慮し、各方面で判断し
た。まず、指定の検索式で検索し、次に重複文献、
原著論文以外、入手不可、内容非該当であるも
のを削除した。最終的に対象となった文献の書
誌情報、フィールド、対照群の有無、分析対象者
数、研究デザイン（横断、縦断）・分析レベル（個
人、地域）、観察（追跡）期間、結果のサマリー
をエビデンステーブルにまとめた。 

 

（倫理面への配慮） 

研究の実施にあたっては、国立長寿医療研究
センターならびに千葉大学の研究倫理審査委員
会の承認を受けて実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

 対象文献抽出のフローを図2に示す。文献レビ
ューの結果、対象となった論文は心理面6件3-8)、
認知面5件3),8-11)、身体面7件3),7),11-15)、栄養面3件
3),16),17)、社会面16件3),6),7),9),11),15),18-27)であった。
重複を考慮すると、最終的に25件3-27)であった
（表3）。フィールドは単一自治体22件（88.0%）
3-7),9-10),12-20),22-27)、対照群の設定があるもの11件
（44.0%）、縦断研究11件（44.0%）、分析レベ
ルは個人レベル24件（96.0%）であった。 

最も多くの14指標を評価した辻論文3)は、唯一
地域レベルの指標での効果検証を行っており、
市内78圏域（≒中学校区）をモデル地域と非モ
デル地域に分け、住民主体の通いの場の推進が
地域間の健康格差是正に寄与したことを8年間
の縦断研究で報告しており、心理面、認知面、身
体面、栄養面、社会面の全ての指標が用いられ
ていた。そのうち、モデル地域と非モデル地域
において、心理面（うつ傾向）、認知面（認知機
能低下）、栄養面（口腔機能低下）、社会面（趣
味・スポーツの会への参加、友人10人以上と会
う、情緒的サポート低下）で地域間格差が縮小
していた。 

個人レベルの報告の結果を以下にまとめる。
心理面（5件）のうち、4件が単一自治体をフィ
ールドとした報告4-7)であり、1件がこれらに含

まれる論文を引用したシステマティック・レビ
ュー8)であった。対照群をおいた報告では、通い
の場非参加群と比較し、主観的健康感4)、K65)が
改善しており、追跡期間は2年であった。対照群
をおかない参加群の前後比較においても主観的
健康感の改善がみられた6）。さらに、横断研究に
おいても、参加群で1年前と比較し、主観的健康
感が改善していると回答している者が多かった
7)。 

認知面(4件)のうち、2件が単一自治体9-10)、1件
が群馬県下の自治体（通いの場の箇所数は記載
があるものの、自治体数は記載なし）11)をフィー
ルドとした報告であり、1件がこれらに含まれる
論文を引用したシステマティックレビュー8)で
あった。対照群をおいた報告（1件）9)では、縦
断研究は、通いの場非参加群と比較し、老健式
活動能力指標のうち、手段的自立、知的能動性
が改善しており、追跡期間は1年であった。 

通いの場参加群のみを対象とした報告（2件）
10),11)では、2年間の前後比較で通いの場を運営す
るボランティアで認知機能（Mini-Mental State 

Examination）が維持・改善しており10)，通いの
場高頻度参加群で手段的自立が改善していた11)。 

身体面（6件）では、5件が単一自治体6),12-15)、
1件が群馬県下の自治体（通いの場の箇所数は記
載があるものの、自治体数は記載なし）11) をフ
ィールドとした報告であった。対照群をおいた
縦断研究（1件）12)では、1年の追跡期間で非参
加群と比較し、バランス能力（Time Up and Go）
の改善がみられていた。新型コロナ流行下での
活動制限の影響を調べた横断研究（1件）では、
通いの場参加群では、非参加群と比較し、新型
コロナ流行下でも身体活動量を維持する確率が
高かった15)。通いの場参加群のみを対象とした
報告（3件）6),14),15)のうち、2件6),14)は縦断研究で
通いの場立ち上げ時と1年後の体力測定の結果
を比較し、バランス能力（Time Up and Go）、
下肢筋力（5回立ち上がりテスト、30秒立ち上が
りテスト）、歩行能力（5ｍ歩行）、筋力（握力）
が改善したことを報告している。1件は横断研究
で、通いの場参加群では参加前と比較し、歩く
機会が増加していた13)。 

 栄養面（2件）16),17)では、全てが単一自治体を
フィールドとした報告であった。対照群をおき、
新型コロナ流行下での通いの場の活動制限の影
響を調べた報告（1件）17)では、通いの場参加群
でやせや肥満が少なかった可能性を示唆してい
る。通いの場に参加している後期高齢者の女性
のみを対象とした横断研究（1件）では参加者の
食品多様性が高いことが報告されていた17)。 

 社会面（15件）では、13件6),7),9) ,15),18-20),22-27)が
単一自治体，1件が7市町21)，1件が群馬県下の自
治体（通いの場の箇所数は記載があるものの、
自治体数は記載なし）11)をフィールドとした報
告であった。対照群をおいた縦断研究（2件）9),18)

では、通いの場参加群は非参加群と比較し、外
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出、会話、他の地域組織への参加が増加してい
ることがわかった。追跡期間は1年9)と10年18)で
あった。横断研究においても、外出頻度で同様
の知見が報告されていた20)。通いの場参加群の
みを対象とした縦断研究（3件）6),11),19)では、6ヶ
月～8ヶ月の追跡期間で話し相手・何かに取り組
む相手の増加、社会的サポート授受の増加、社
会活動が増加していた。通いの場参加群のみ対
象とした横断研究（8件）15),21-27)のうち、7件15),22-

27)が単一自治体をフィールドとしており、外出
機会、会話機会、地域との交流、友達・知り合い、
健康情報の増加、社会参加の数、近所づきあい、
社会的サポートが増加していることが報告され
ている。7市町の通いの場参加群のみを対象とし
た横断研究（1件）21)では、通いの場参加による
主観的な変化を尋ね、通いの場参加をきっかけ
に、約8～9割の対象者が健康に関する情報の増
加、健康について望ましい変化があったと回答
しており、通いの場への参加をきっかけに他の
社会参加も増加した者でその傾向が強かった。 

 

Ｄ．考察 

 通いの場の介護予防効果のメカニズムを明ら
かにするために、心理面、認知面、身体面、栄養
面、社会面の5つの側面より文献レビューを実施
した。その結果、通いの場のメカニズムに関す
る文献レビューの対象として25件3-27)が最終的
に抽出された。 

通いの場の定義として、主に自治体の介護予
防部局が後方支援する定期的に開催されている
住民主体の取組である狭義の通いの場1)とした
こともあり、フィールドはほぼ全ての22件
（88.0%）3-7),9-10),12-20),22-27)が単一自治体のもの
であった。効果評価に必要な対照群をおいた縦
断研究は、6件（24.0％）3-5),9),12),18)にとどまり、
通いの場の効果検証を行う上での対照群（非参
加群）の縦断データ取得をどのように行うかが
課題と考えられる。 

 通いの場参加者は非参加者と比較し、介護予
防の最終アウトカムである要支援・要介護認定、
認知症発症者が少ないことを報告した先行研究
28,29)では、そのメカニズムとして、①認知・身体
面の維持、②社会的相互作用があると考察して
いる。今回の文献レビューでも、通いの場参加
による認知・身体面の維持・向上が報告されて
いた。加えて、今回の文献レビューでは、心理面
も向上することが報告されており、心理・認知・
身体面の維持・向上が通いの場参加から要介護
認定・認知症発症予防に至るメカニズムが存在
することが示唆された。栄養面に関しては、フ
レイル予防・改善において重要な要素であるこ
とが知られており、身体・認知・心理機能維持・
向上に関連し、通いの場の介護予防効果に寄与
すると考えられる。しかし、現状では横断研究
に留まっており、通いの場参加と栄養面のエビ
デンスに関しては、対照群をおいた縦断研究が

望まれる。②社会的相互作用に関しては、社会
面で数多くの報告が抽出され、対照群をおいた
縦断研究も複数該当した。通いの場参加群は非
参加群と比較し、外出、会話、他の地域組織への
参加が増加しており、こうした社会的相互作用
を通じ、介護予防効果を生み出していると推察
される。 

 今回のメカニズムで取り扱った評価の追跡期
間は3ヶ月～2年であり、短期・中期的な評価項
目で用いることが可能と考えられる。PDCAサ
イクルに沿った通いの場の推進や効果評価を行
うためのロジックモデルを設定する際に、比較
的早期に評価する項目として今回抽出された心
理面、認知面、身体面、栄養面、社会面の指標を
用いることができるかもしれない。 

 介護予防を目的とした通いの場の主な対象者
は高齢者であり、高齢者の機能が経時的に低下
することを考えると、通いの場の効果評価を実
施する際に、評価項目における改善だけでなく、
維持や低下を抑えることも通いの場の効果であ
りうる点は意識しなければならない。 

 今後、今回の文献レビューを基に複数時点の
データを用いた媒介分析などにより通いの場か
ら健康・Well-beingに至るメカニズムの効果検
証を進めていく必要がある。 

 

Ｅ．結論 

 本分担研究では、通いの場の介護予防効果の
メカニズムを明らかにするために、心理面6件3-

8)、認知面5件3),8-11)、身体面7件3),7),11-15)、栄養面
3件3),16),17)、社会面16件3),6),7),9),11),15),18-27)の5つの
側面より文献レビューを実施した。その結果、通
いの場参加を通じ、身体・認知・心理面の維持・
向上、社会的相互作用を通じ、介護予防効果がも
たらされていると考えられた。一方、栄養面につ
いては対象群をおいた縦断研究による検証事例
が少なかった。今後は自治体が対照群をおいた
縦断データを平易に取得でき、複数の自治体の
データをプールして分析可能な仕組みづくりが
必要となると考えられる。そして、そのようにし
て構築したデータベースを用いた媒介分析など
により通いの場から健康・Well-beingに至るメ
カニズムの効果検証を進めていく必要がある。 
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図 1 文献レビュー：基本的な考え方 

 

 

  表 1 文献レビュー：検索語（日本語） 
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表 2 文献レビュー：検索語（英語） 

 

図 2 文献抽出のフロー 
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表 3．通いの場の介護予防効果のメカニズムに関する文献レビューエビデンステーブル 

NO 分類 
著者（報告年） 

文献番号） 
フィールド 

対象群 

有無 
対象者数 

研究デザイン 

（縦断・横断） 

分析レベル 

（個人・地域） 

観察 

（追跡） 

期間 

結果のサマリー 

1 

心理 

認知 

身体 

栄養 

社会 

辻，他 

（2022）3) 

兵庫県 

神戸市 
有 

モデル地区 16 圏域 

非モデル地区 62 圏域 

（圏域≒中学校） 

縦断・地域 8 年 

中間アウトカム 9 指標(社会参加 3 指標、社会的ネットワーク

2 指標、社会的サポート 4 指標)と健康アウトカム 5 指標(運

動器の機能低下、低栄養、口腔機能低下、認知機能低下、う

つ傾向)の経年推移をマルチレベル線形混合効果モデルによ

り比較した。2011・13 年度調査では、全 14 指標中 13 指標

でモデル地区は非モデル地区より不良な値を示していた。そ

の差が 2016・19 年度調査にかけて縮小・解消し、年度×群の

有意な交互作用が確認された指標は、中間アウトカム 4 指標

(スポーツ・趣味関係のグループ参加、友人 10 人以上、情緒

的サポート提供)、健康アウトカム 3 指標(口腔機能低下、認知

機能低下、うつ傾向)であった。 

2 心理 
Ichida. et al. 

（2013）4) 

愛知県 

武豊町 
有 

参加群 158 人 

非参加群 1391 人 
縦断・個人 2 年 

操作変数法、ロジステック回帰分析の結果、サロン参加は非

参加者と比較し、主観的健康感が良好であった（OR 2.52，

95%CI 2.27-2.79)。 

3 心理 
今堀，他 

（2016）5) 

北海道 

網走市 
有 

参加群 157 人 

非参加群 252 人 
縦断・個人 2 年 

ふれあいの家参加群は非参加群に比べ、2014 年における K6

が 1.713 ポイント改善。介護予防事業が精神健康に寄与。 

4 

心理 

身体 

社会 

庹，他 

（2021）6) 

大阪府 

能勢町 
無 参加群 464 人 縦断・個人 1 年 

体力測定での測定値の変化について、初回と 1 年後を比較し

たところ、4 項目（5m 歩行、TUGT、5 回立ち上がり、握力）

すべてで有意な改善を認めた。主観的健康感が良いと回答し

た者は、初回の 29.1％ から半年後には 45.4％ に増加。毎

月 1 回以上参加している社会活動については、半年後、1 年
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後に、老人クラブ、ボランティア活動など一部の社会活動へ

の参加割合が増加。 

5 
心理 

社会 

細川，他 

（2017）7) 

愛知県 

東海市 
有 

参加群：20 人 

非参加群：75 人 
横断・個人 - 

健康交流の家を定期的に利用している高齢者（週 1 回以上）

はそうでない高齢者（週 1 回未満）に比べ、外出する機会［3.78

倍］、会話する機会［6.27 倍］、スポーツの会へ参加する機会

［3.84 倍］増加、主観的健康感［5.22 倍］改善。 

6 
心理 

認知 

井上，他 

（2022）8) 
‐ 有 9 論文 

システマテック 

レビュー 

8 ヶ月～

7 年 

分析対象となった 9 論文のうち、参加群と非参加群で、K6、

主観的健康感や IADL など 8 つのアウトカム指標において 8

ヶ月から 7 年の追跡により効果があることが示されていた。 

7 
認知 

社会 

Hosokawa. et al. 

（2017）9) 

愛知県 

東海市 
有 

参加群：16 人 

非参加群：56 人 
縦断・個人 1 年 

健康交流の家を定期的に利用している高齢者（週 1 回以上）

はそうでない高齢者（週 1 回未満）に比べ、スポーツの会へ

参加する機会［5.9 倍］とボランティアの会へ参加する機会

［4.2 倍］増加、手段的自立［1.2 倍］と知的能動性［1.3 倍］

が維持・改善。 

8 認知 
木村，他 

（2013）10) 

愛知県 

武豊町 
無 

参加群：30 人 

（運営ボランティア） 
縦断・個人 2 年 

認知機能低下群（7 人）では、MMSE、連続計算、文字位置

照合課題で、認知機能正常群（23 人）では文字位置照合課題

で有意な得点の上昇が認められた。 

9 

認知 

身体 

社会 

Fukasawa. et al. 

（2016）11) 
群馬県 無 参加群：96 人 縦断・個人 6 ヶ月 

6 ヶ月の追跡後、通いの場参加群は身体機能の変化はなく、

外出頻度が有意に減少していた。高頻度の参加群で IADL が

改善していたが、低頻度の参加群では悪化していた。 

10 身体 
佐藤，他 

（2017）12) 

茨城県 

笠間市 
有 

参加群：28 人 

非参加群：19 人 
縦断・個人 1 年 

参加群と非参加群で有意な交互作用が認められた項目は

TUGT のみであった。参加群のみ TUGT の有意な向上がみら

れた。 

11 身体 
Sasaki. et al. 

（2016）13) 

北海道 

恵庭市 
有 

参加群：230 人 

非参加群：769 人 
横断・個人 - 

女性の参加群は、非参加群に比べてコロナによる制限中に身

体活動を維持する確率が高かった（OR = 1.67、95% CI: 1.13–

2.45）。 
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12 身体 
政所，他 

（2016）14) 

佐賀県 

鳥栖市 
無 参加群：196 人 縦断・個人 

3 ヶ月～

1 年 

TUGT、と 30 秒立ち上がり は、立ち上げ時と比較して、3 ヶ

月時・ 6 ヶ月時・12 ヶ月時の全ての測定時期で有意に改善。 

13 
身体 

社会 

細川，他 

（2016）15) 

愛知県 

東海市 
無 参加群：280 人 横断・個人 - 

参加群で参加前と比較し、歩く機会（44.4%）、外出する機会

（47.1%）、会話する機会（62.2%）、趣味の会へ参加する機会

（30.6%）、スポーツの会へ参加する機会（23.7%）が増加。 

14 栄養 
三好，他 

（2021）16) 

広島県 

竹原市 
無 参加群：152 人 横断・個人 ‐ 

通いの場に参加する後期高齢女性は多様な食品を摂取してお

り、フレイル予防の目標値を上回っていた。 

15 栄養 
野村，他 

（2022）17) 
A 市 有 

参加群：18 人 

非参加群：32 人 
横断・個人 - 

BMI 18.5 未満のやせ、BMI 25.0 以上の肥満 1 度の対象者は

通いの場非参加群に多くみられ、社会参加・精神的・認知機

能などに悪影響を及ぼす可能性が推測された。 

16 社会 
佐藤，他 

（2017）18) 

北海道 

札幌市 
有 

参加群：24 人 

非参加群：24 人 
縦断・個人 10 年 

10 年間の通いの場活動によって参加群は非参加群に比べ、地

域活動に積極的になった。 

17 社会 
竹田，他 

（2009）19) 

愛知県 

武豊町 
無 参加群：33 人 縦断・個人 8 ヶ月 

初回と８ヶ月目の 2 時点の評価により、話し相手の増加や何

かに一緒に取り組む相手、社会的サポートが増加。 

18 社会 
白瀬，他 

（2016）20) 

北海道 

網走市 
有 

参加群：172 人 

非参加群：298 人 
横断・個人 - 

参加者は、外出頻度が週２～３回以上である者の割合が非参

加者よりも高かった。 

19 社会 
林，他 

（2019）21) 
7 市町 無 参加群：2,159 人 横断・個人 - 

通いの場以外の社会参加が増えた者は全体の 65.2％であり，

その 9 割以上で，健康情報，健康意識のすべての指標で望ま

しい変化が認められた。 

20 社会 
大浦，他 

（2013）22) 
A 町 無 参加群：99 人 横断・個人 - 

通いの場は参加者にとって主要な健康関連情報の授受の場に

なっており、健康情報の伝達と情報的サポートの増加により

介護予防への寄与が期待できると思われた。 

21 社会 
松本，他 

（2021）23) 

広島県 

東広島市 
無 参加群：33 人 横断・個人 - 

通いの場参加前に比べ、「外出頻度」、「親しい友人の数」が「増

えた」と回答した人はそれぞれ 36.4％、57.6％であった。 

22 社会 
辻本，他 

（2019）24) 
A 市 無 参加群：444 人 横断・個人 - 

女性では通いの場参加期間が長いほど社会活動の数が多くな

る傾向にあった。 
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23 社会 
織田，他 

（2020）25) 
A 市 無 参加群：152 人 横断・個人 - 

通いの場参加による活動内での変化として、7 割以上が友人

の増加、友人との仲の深まり、情報量の増加、社交性の向上、

主体性の向上を捉えていた。 

24 社会 
福原，他 

（2014）26) 

栃木県 

小山市 
無 参加群：289 人 横断・個人 - 通いの場参加により、友人や知り合い、外出回数が増加。 

25 社会 
百瀬，他 

（2001）27) 

長野県 

松本市 
無 参加群：424 人 横断・個人 - 

通いの場参加により、増加したものとして、「人との会話」で

78.7％、「友達」で 75.3％、「外出する機会」で 72.5%、「地区

の人とのつながり」で 70.2%と回答。 

OR: Odds Ratio、CI: Confidence Interval、TUGT: Time up and Go、IADL: Instrumental Activities of Daily Living、MMSE: Mini Mental State 

Examination、BMI: Body Mass Index 
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【研究4】「PDCAサイクルに沿った通いの場の取組を推進するための自治体向け手引き」

の作成 
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研究要旨 

本分担研究では、分担研究1～3及び令和3年度に実施した「通いの場等の取り組みを評価する

枠組み」の改良結果を踏まえて、「PDCAサイクルに沿った通いの場の取組を推進するための自

治体向け手引き」を作成することを目的とした。令和3年度に改良した「通いの場等の取り組み

を評価する枠組み」について、編集者との議論を経て構成や文言を修正し、手引きを作成した。

本枠組みの通称として、通いの場等の取組を推進する上での各局面の英訳下線部（理解：

Comprehension、調査・計画：Research and Plan、体制・連携：Team Building and 

Collaboration、実施：Implementation、評価：Evaluation、調整・改善：Adjustment of Plans 

and Processes）を並び替え、ACT-RECIPE（アクトレシピ）を用いることとした。適用可能性

とPDCAサイクルに沿った通いの場の取組の実施状況を検討するため、本研究フィールドであ

る東京都八王子市及び豊島区を含む51自治体の介護予防事業担当者から、ACT-RECIPEの各項
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目について回答を得た。その結果、多くの自治体で「理解」～「実施」局面までの達成度は比較

的高値を示したものの、「評価」および「調整・改善」の局面の達成度は不十分であることが示

された。今後、本手引きを活用した広報や研修等を通して、PDCAサイクルに沿った取組が全国

で一層推進されるよう支援していく必要がある。 

 
 

Ａ．研究目的 

本分担研究では、研究代表者らが令和2年度老
人保健健康増進等事業で提案した「通いの場等
の取組を評価する枠組み」1)の適用可能性を検証
し、自治体向け手引きを作成することを目的と
している。 

令和4年度は、令和3年度に改良した枠組みに
ついて手引きを執筆した。また、ベースライン調
査を実施した東京都八王子市および豊島区を含
む29の自治体担当者から、本枠組みの適用可能
性に関する意見を聴取し、本枠組みを修正した。 

 

Ｂ．研究方法 

令和3年度に改良した「通いの場等の取り組み
を評価する枠組み」について、編集者との議論を
経て構成や文言を修正し、手引きを作成した。本
枠組みの通称として、通いの場等の取組を推進
する上での各局面の英訳下線部（理解：
Comprehension、調査・計画：Research and Plan、
体制・連携：Team Building and Collaboration、
実施：Implementation、評価：Evaluation、調
整・改善：Adjustment of Plans and Processes）
を並び替え、ACT-RECIPE（アクトレシピ）を
用いることとした。 

適用可能性とPDCAサイクルに沿った通いの
場の取組の実施状況を検討するため、本研究フ
ィールドである東京都八王子市および豊島区を
含む51自治体の介護予防事業担当者から、ACT-

RECIPEの各項目について回答を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

図1に、最終的に完成した「通いの場等の取組
を評価する枠組み（ACT-RECIPE）」のコア項
目と小項目を示した。また、本枠組みをもとに、
自治体向け手引き（図2）を完成させた。 

自治体のPDCAサイクルに沿った通いの場の
取組の実施状況を把握するため、本研究フィー
ルドである東京都八王子市および豊島区を含む
51自治体の介護予防事業担当者から、ACT-

RECIPEの各項目について回答を得た。その結
果、各項目の達成率は、「理解」で67.7%、「調
査・計画」で49.5%、「体制・連携」で52.5%、
「実施」で50.8%、「評価（プロセス）」で42.1%、
「評価（アウトカム）」で14.1%、「調整・改善」
で40.2%であった。 

 

Ｄ．考察 

本分担研究では、「通いの場等の取組を評価す

る枠組み（ACT-RECIPE）」を完成させ、自治
体向け手引きを公表した。このACT-RECIPEの
各項目の達成状況を調査したところ、多くの自
治体で「理解」～「実施」局面までの達成度は比
較的高値を示したものの、「評価」および「調整・
改善」の局面の達成度は不十分であることが示
された。 

自治体を対象とした調査では、特に通いの場
等の取組の効果評価が進んでいない実態があら
ためて浮き彫りとなった。この理由として、評価
まではとても手が回らない自治体職員の現状
（多忙さ）や評価の必要性の認識が職種によっ
て異なる可能性なども考えられる。その他、事業
や取組の効果（因果関係）を明示するには、1）
調査ID等で個人を識別可能な調査（質問紙調査
や体力測定等）を実施していること、2）同一の
指標を用いて、経年的な調査を実施しているこ
と、3）事業の参加者と非参加者とを識別できる
こと、が必須条件となる。これらが満たされてい
ないことが、評価が進まない根本的な要因では
ないかと考えられる。 

以上のような3つの条件が標準化されれば、大
学・研究機関が、自治体が調査したデータの受け
皿となって通いの場の効果検証を進めることも
可能となる。また、人口規模の小さな自治体や調
査対象者数が限定的（単独の自治体では効果評
価が困難）な場合に、複数自治体のデータをプー
ル・結合して評価するという選択肢も生まれる。
さらには、全国のデータを、セキュリティを担保
したうえで自動的に蓄積して効果評価し、各自
治体にフィードバックするようなシステム化を
図ることも考えられるだろう。このような仕組
みは、自治体の介護予防事業担当者の評価に係
る負担を大きく低減することにもつながるので
はないかと考えられる。 

 

Ｅ．結論 

 本分担研究では、自治体の様々な実情を考慮
した評価の枠組みと、通いの場等の取組をPDCA

サイクルに沿って推進するための手引きが作成
された。今後は、全国の自治体における本枠組み
の採用度や適切性、持続可能性等についてさら
に検証していく必要がある。また、自治体への広
報や職員向け研修等を通して、PDCAサイクルに
沿った取組が全国で一層推進されるよう支援し
ていく必要がある。 
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図1．「通いの場等の取組を評価する枠組み（ACT-RECIPE）」 
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図 1．「通いの場等の取組を評価する枠組み（ACT-RECIPE）」（続き） 
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図 2．本研究で作成した自治体向け手引き 
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 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年３月３１日 
 
厚生労働大臣  殿 

                                                                                             
                   
                       機関名 地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名 鳥羽 研二           
 

   次の職員の（令和）４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名 長寿科学政策研究事業                               

２．研究課題名 PDCA サイクルに沿った介護予防の取組推進のための通いの場等の効果検証と評価の枠組み構築に関する研究 

３．研究者名  （所属部署・職名）東京都介護予防・フレイル予防推進支援センター・副センター長               

    （氏名・フリガナ）植田 拓也・ウエダ タクヤ                                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 東京都健康長寿医療センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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別紙５  
 

「厚生労働科学研究費における倫理審査及び利益相反の管理の状況に関する報告について 
（平成26年4月14日科発0414第5号）」の別紙に定める様式  

 
 

令和 5 年 3 月 31日 
厚生労働大臣  殿 

                                                                                             
                    
                              機関名 国立研究開発法人 
                                 国立長寿医療研究センター 

 
                      所属研究機関長 職 名 理事長 
                                                                                      
                              氏 名   荒 井 秀 典       
 

   次の職員の令和 4 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名 長寿科学政策研究事業                             

２．研究課題名 PDCA サイクルに沿った介護予防の取組推進のための通いの場等の効果検証と評価の 

                枠組み構築に関する研究                            

３．研究者名  （所属部署・職名） 老年学評価研究部・部長                   

    （氏名・フリガナ） 近藤克則・コンドウカツノリ                  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ☑   □ ☑ 
東京都健康長寿医療セン

ター 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ
ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                 ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
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令和５年１月２５日 
 

厚生労働大臣 殿 
                                                                       
                          機関名 一般財団法人医療経済研究・社会保険福祉協会 

                              医療経済研究機構 

                   所属研究機関長 職 名  所長 
                           氏 名  遠藤 久夫       

 
   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  長寿科学政策研究事業                               

２．研究課題名  PDCA サイクルに沿った介護予防の取組推進のための通いの場等の効果検証と評価の

枠組み構築に関する研究    

３．研究者名  （所属部署・職名）  研究部・主席研究員                       

    （氏名・フリガナ）  服部 真治・ハットリ シンジ                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 東京都健康長寿医療センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 




